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I．問題の呈 示

労働価値論に立脚して国民経済相互の間に貫

く資本主義固有の経済法則を解明することが筆

者の課題である。商品の価値はその生産に投下

された労働量，厳密には社会的必要労働時間に

よって規定される， これが労働価値論の基本命

題である。投下労働量の逆数は生産力と定義で

きるので，この命題は，商品の価値は生産力に

反比例すると言換えることができる。ところで

生産力は一つのまとまった社会的分業体系を背

後に有しており，両者は相互規定的である。新

たな生産力は，結果として新たな分業をもたら

す。また分業によって条件づけられた個々人の

協働によって生産力は幾倍にも上昇する。この

ような社会的分業の体系は，特殊利害と共同利

害の矛盾から国家を産み出し，国家による編成

を必然とするが，それは外側に向かっては国民

体として自らを主張する 1)。 ここでは国家によ

って総括された生産有機体たる国民経済が対象

となっており，生産力は国民的生産カー一それ

は各産業部門の生産力の総和として与えられ

る一ーという規定を受ける。そして世界経済の

基本的矛盾は，先進国と後進国の間に貧困の累

積的因果関係が存在することにあり，その根本

原因は，国民的生産力水準に圧倒的格差が存在

することにある。

しかし国民的生産力の意義はそのまま眼前に

は現われない。というのは，国際貿易は商品交

換の国際間への拡大であり，一国内におけると

同様に価格によって規制されるからである。こ

の事実にのみ目を奪われるならば，価格，市場

としての同一の根底にあるのが，生産力の異な

る国民経済相互の関係であることが見失われ

る。このような国民的生産力格差の意義を理論

化したのはリカァドゥが最初であろう。諸国が

生産力の絶対的相対的格差に対応した最適な国

際分業を営んでいる状態が，国際経済における

自然状態である。というのは，それによって諸

国は資本と労働の最も効率的な配分を実現しう

るからである。それだけでなく，一国のこの利

1) K. マルクス •F. ェンゲルス『ドイツ・イデオ

ロギー』花崎泉平訳， 合同出版， 1966年 9月，
163頁。
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益の追求は世界全体の利益と見事に調和する。

リカァドゥはこのことを比較生産費理論によっ

て説明し，政策として自由貿易を主張する。

「完全な自由貿易制度のもとでは，各国は当然そ

の資本と労働を自国にとってもっとも有利となるよ

うな用途に向ける。この個別的利益の追求は，全体

の普遍的利益とみごとに結びついている。勤勉を刺

激し，工夫力に報い，また自然によって賦与された

特殊な諸能力をもっとも有効に使用することによっ

て，それは労働をもっとも有効にかつもっとも経済

的に配分する，一方，諸生産物の全般的数量を増加

させることによって， それは全般の利益を普及さ

せ，そして利益と交通という一つの共通の紐帯によ

って，文明世界をつうじて諸国民の普遍的社会を結

成する。ブドウ酒はフランスとポルトガルで醸造さ

れるべきであり，穀物はアメリカとポーランドで栽

培されるべきであり，そして鉄器類およびその他の

財貨はイギリスで製造されるべきである，といった

ことを決定するのは，この原理である」2)0 

これは国際分業の使用価値的利益のみを取り

上げた先進国の立場に立つ考えであり，後進国

の理論家から批判を受ける。その代表はリスト

である。リストは古典学派の自由貿易原理を次

のように批判する。自由貿易が全ての国に利益

をもたらすのは，諸国が同等の経済発展段階に

ある場合であり，そうでなければ，自由貿易か

ら生まれるものは「支配的な工業・貿易•海運

国の至上権におさえられた後進諸国民の世界的

隷属」3) にほかならない，と。そして彼は，後進

ドイツの経済発展の源泉を工業を基軸にした国

2) D. Ricardo, On the Principles of Political 

Economy and Taxation, pp. 133-134. リカァドゥ

の著作，往復書簡からの引用は， TheWorks and 
Correspondence of David Ricardo ed. by Piero 

Sraffa. 10 vols Cambridge 1951-1955,『リカー

ドゥ全集』（雄松堂書店）に拠り，巻数，原ペー
ジのみを記す。

3) F. List, Das Nationale System der Politischen 

Okonomie, 1841.小林昇訳『経済学の国民的体
系』岩波書店， 1970年 12月， 190頁。

第 48巻第 2 号

民的生産力の創造に求める。「工業力は，科学，

技芸， 政治的発達を促進し， 人民の幸福， 人

口，国家収入，国民の勢力を増大し，貿易関係

を地上のあらゆる部分に拡大する手段や植民地

を建設する手段を国民にさずけ，漁業，海運，

海軍を養成する。工業力によってのみ，国内農

業は高い発達の段階におしあげられる」4)。 こ

れに対して農業しか持たない人間は「片腕の人

間」にすぎない。

国際経済についてのこのような認識は今日で

も受継がれている。その一例としてプレビッシ

ュを挙げることができる。彼らの認識の共通点

は，価格現象としては平等なはずの国際貿易に

何らかの不平等を法則として認めることであ

る。プレビッシュが中心と周辺の非対称性を一

次産品交易条件悪化論”として理論化したのに

対して， リストは先進国と後進国の不平等の原

因を国民的生産力格差に見出しながらも，その

理論化を行ってはいない。それは政策的要求の

ための基礎カテゴリーに留っている。彼は自ら

の理論を「生産力の理論」古典学派の理論を

「価値の理論」と特徴づけ両者の対立を強調す

るが，国民的生産力を理論として確立しえてい

ないのである。そこで課題は， リストによって

理論たることを否定された国民的生産力を価値

の理論すなわち労働価値論に基づいて理論化す

ることである。そして国民的生産力という抽象

的規定が具体的に現象する過程で固定化される

ブルジョア的観念を批判することである。資本

主義の経済法則は倒錯した観念を生み出す必然

性をそれ自身の中に含んでいる。それ故経済法

則を解明することは同時にそれが生み出すフェ

4) F. List, a. a. 0.，邦訳 57-58頁。
5) R. Prebisch "Commercial Policy in the 

Underdeveloped Countries", The American 

Economic秘view,May, 1959. 
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ティシズムの批判になるのである。資本主義固

有の経済法則は国民経済内部だけでなく，国民

経済相互の間にも存在するのであり，フェティ

シズム批判という作業は外国貿易論の領域にお

いても遂行されねばならない。

本稿ではまず， リカァドゥがマルサスとの対

抗の中で国際経済の法則性を摘出する論理を明

かにする。そしてH.O．理論を取上げ，それは

国際間の経済法則の生み出す現象を固定化して

捉え，それを通訳したものである，という観点

からその批判を行いたい。

II. リカアドゥ外国貿易論における国際経済

の法則性

リカァドゥとマルサスが自らの経済理論を，

ともに『経済学原理』として体系化していった

時期は，資本と労働の対立が産業資本と土地所

有の対抗の後方に押しやられていた時期であ

る6)。 このような時期に，それぞれの原理に基

づいて一方は資本主義的生産の歴史的な必然性

と正当性を主張し，資本主義にとって反動的な

地主制度を攻撃したのに対して，他方はそれを

肯定したのである。このような両者の根本的対

立は外国貿易論の領域では，穀物法の賛否をめ

ぐる論争，外国貿易によって価値額が増大し利

潤率が上昇するか否かについての論争となって

現われる。本節の課題は，外国貿易論における

両者の対立を資本蓄積論の相違を媒介にして明

かにし，マルサスの考えを否定する過程で， リ

力ァドゥが，国民的生産力格差に比例した不等

労働量交換と農工分業の形成という国際経済の

法則性を摘出する論理を追跡することである。

6) K. Marx, Das Kapital, Bd. 1. Maか Engels

Werke, Bd. 23, S. 20. 『マルクス・エンゲルス

全集』，大月書店，第 23巻16頁。

1. 資本蓄積論におけるリカァドゥとマルサ

ス

リカァドゥの分析対象は資本蓄積の現実の過

程であり，それは一般的利潤率が蓄積誘因たり

うる水準に保たれていれば，貯蓄は投資に向け

られ蓄積は円滑に進行し，また利潤率格差をめ

ぐる諸資本の競争によって，利潤率の均等化傾

向が貫いている世界である。このような現実の

過程に目を向けるリカァドゥの問題関心は，蓄

積ファンドたる利潤範疇だけでなく，蓄積誘因

たる一般的利潤率の法則的確定にあった”。 そ

のためには価格一般を規制する法則が解明され

ねばならず，投下労働価値論が確立されるので

ある。これに対してマルサスは，労働だけでな

く資本が生産に参加し，利潤が関与するように

なると，固定資本，流動資本の組合せの相違，

固定資本の耐久度の相違のために，交換価値は

投下労働量に比例しなくなることをもって投下

労働価値論を否定し，支配労働価値説を主張す

る。マルサスが支配労働を価値の尺度とする根

拠は，第一に労働の価値を不変と考えるからで

ある補注）。 第二の根拠は， 「資本としての貨幣

または商品の価値増殖的利用門すなわち，商

品がそれに投下された労働よりも多くの生きた

労働と交換されることが商品生産の条件である

ことに注目するからである。

「生産にたいする大きな刺激は，商品が労働を支

配する能力に，とくに商品に費やされたよりもより

大きな労働の量を支配する能力に，主として依存し

ているようにみえるので，われわれは当然に，労働

7) 中村廣治「リカァドゥ『経済学原理』の構成ー一

吉沢・真実氏の所説によせて一ー」『唯物史観』
第8巻， 1970年， 同『リカァドゥ体系』 ミネル
ヴァ書房， 1975年， 191-201頁。

8) K. Marx, Theorien uber den Mehrwert, 

Bd. 3, Marx-Engels Werke, Bd. 26（皿）， s.9. 

『マルクス・エンゲルス全集』大月書店，第 26

巻（皿）， 6頁。
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を支配するこの能力を，商品の交換価値を測るさい

に最高に重要なもの，と考えるように仕向けられる

のである」叫

支配労働価値説は，投下労働量の如何にかか

わらず，どれだけの生きた労働を支配しうるか

によって商品の価値を規定する考えである。す

なわち価値増殖度による商品の価値規定であ

る。それは P を商品価格， W を貨幣賃銀率と

すれば， E 
w 

で表わされる。支配労働価値説に

おいては，相対価値とは区別された絶対価値の

概念は存在しない。その結果，価値規定の原理

としての生産費は背後に退き，市場価格だけで

なく，生産費の別名にすぎない自然価格も需要

供給によって規制されると考えられる。

「生産費そのものがこれらの商品の価格に影響を

およぼすのも，生産費の支払いが商品の継続的な供

給の必要条件であるからにほかならない，というこ

とがわかる。／しかしもしこのことが正しいとすれ

ば，需要と供給の大原理は，市場価格はもちろん，

アダム・スミスのいわゆる自然価格の決定にも作用

せしめられるということになる」10)0 

マルサスが自然価格の決定までも需要供給の

原理に委ねるのは，所与とされた一般的利潤率

は市場価格の循環的変動の平均結果として現わ

れるからである。すなわち生産費の増大（減

少）があったとき，平均利潤を与える価格の騰

貴（低下）がもたらされるのは， 供給の減少

（増大）によること叱つまり利潤率の均等化

は市場価格の高さに応じて供給を増減すること

の容易さに依存することに注目するからであ

9) T. R. Malthus, Princip[es of Political Econo-
my Considered with a View to their Practical 

AJJP!ication. 1st. ed., 1820, p. 120. 以下，マ）レ

サス『経済学原理』からの引用は第 1版に拠り，

Principles.と略記し，原ページのみを示す。訳文

は『リカードゥ全集』第1I巻の鈴木鴻一郎氏のも

のに従う。
10) ibid., p. 75. 
11) ibid., pp. 68-70, pp. 75-76. 

第 48巻第 2号

る。しかしこのことはリカァドゥも知るところ

であり，彼は市場価格の変動を規制する需要供

給と，自然価格の大きさを規制する投下労働量

という二つの原理を明確に区別し，市場価格の

自然価格への回帰の機構として，信用制度の機

能を通じた産業部門間の資本移動を考えてい

る。だがマルサスは絶対価値の概念を欠くため

に，循環過程の原理を均衡の世界に投影し，そ

れによって自然価格までも説明するのである。

（補注）労働の価値不変の論証（こついて

リカァドゥをして「徹頭徹尾，誤りである」

(Ricardo, Works., IX, p. 287)と言わしめたマル

サスによる労働の価値不変の論証は次のとおりであ

る。彼は論証のために以下の表を掲げる。この表に

おいて， 10人の労働者によって 150クォーターの

穀物が生産され， 120クォーターが賃銀として労働

者に与えられれば， 30クォーターが利潤として残

り利潤率は25%となる。賃銀部分 (120クォーク

ー）の生産に必要な労働は 8人であり，それに対す

る利潤は労働で測れば， 8人xo.25= 2人となり合

計は 10人となる。両者の合計が 10人となること

は， 10人の労働者によって生産される穀物の量が

いかに変化しようと，また生産された穀物のうちど

れだけが賃銀として与えられようと，それに応じて

利潤が増減する限り不変である。 「したがって一商

品の自然価値がそれを構成する労働と利潤ではから

れうるならば，一定数の使用人がうけ取る穀物賃銀

の自然価値はつねに同一でなければならないことに

なる」 (T.R. Malthus, The Measure of Value 

Stated and Illustrated, with an Application of it to 

the Alteration in the Value of English Curreney 

since 1790, 1823,玉野井芳郎訳『価値尺度論』岩

波文庫， 1949年， 42頁）。このことをもってマルサ

スは労働の価値不変の論証とするのである。しかし

以上のことは， 10人に対して一定量の穀物が賃銀

として与えられるという前提から出発し，その穀物

の支配労働量を求めるという操作にすぎない。 10人

という労働量が一定であれば，それに対して与えら

れる穀物がどのように変化しても，それが支配しぅ

る労働量が 10人で不変であることは自明であり，

同義反復である。
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労働の不変の価値とその諸結果を例証する表

1. 2. 3. 4. 

10人産によっ穀て
需へれよ要るのっ各年て・供規労穀給定働物者貨Iさと穀労化まる物働生た賃産はを銀1支物0人前配の貸す変の

左のる記利も洞のと諸率に事お情け
生讐 される

たクはォ土変ー壊化ターの
豊度の 銀

(qrs.) (qrs.) (qrs.) (%) 

150 12 120 25 

150 13 130 15.38 

150 10 100 50 

140 12 120 16.66 

140 11 110 27.2 

リカァドゥも証明すべきことを前提したこのよう

な論証を論点窃取であると批判する (Ricardo,

Works., IX, p. 283)がマルサスは労働の価値不変を

繰返し主張し，『経済学原理』第二版では，その根拠

はスミスと同様，労働の負効用一定に求められる。

「様々な国の大量の日労働が物理的力と耐久力と

に関して同一の性質であるという多くの場合におい

て， このような労働は，同一の国の様々な時期の労

働と正確に同一の質をもった価値の尺度でなければ

ならない」。「様々な時期及び国における同一種類の

労働は，力，熟練，及び耐久度に関して，同一の性

質を有する」 (T.R. Malthus, Principles of Poli-

tical Economy Considered with a View to their 

Practical Application, 2 nd. ed. 1836, p. 108, 吉

田秀夫訳『経済学原理』（上）岩波下庫， 1937年，

213頁）。

価値論におけるこのような相違にもかかわら

ず，両者はともに差額地代論を展開し，資本蓄

積の進展に伴い地代が増大するメカニズムを明

らかにしている補注）。 だがリカァドゥにあって

は，地代は利潤の地主への再配分であり，蓄積

ファンドを減少させるだけでなく，利潤率を低

下させ，資本蓄積を阻害する要因であるが，マ

ルサスにあっては，地代は資本蓄積の促進のた

めに不可欠の要因と考えられる， リカァドゥと

同じく，地代は利潤からの控除として把握され

ているにもかかわらず。「もし耕作にひき入れ

られた劣等地の利潤が30パーセントであり，

5. 8. 9. 

労洞に働対量6すの.前る貸利|所変の与賃の7価銀の.人倍の数不

情要左産量のお記賃すすのけ銀のるるるも諸労1をのと0事人生働にに

仮様定々 のさと100事れに情たおク
人仮事生値に定情産おの労物のさけれもた畠喜のも

ける
ォーターの の価
価値

8 2 10 8.33 12.5 

8.66 1. 34 10 7. 7 11. 53 

6.6 3.4 10 10 15 

8.6 1. 4 10 7.14 11. 6 

7.85 2. 15 10 9.09 12. 7 

旧来の土地部分は 40パーセントを生み出すと

すれば， 40パーセントのうち 10パーセント

は，誰によって受けとられるにせよ，明らかに

地代となるであろう」12)0地代の果す役割のこの

ような相違は，蓄積論の相違に基づいている。

（補注）マルサスの地代論について

マルサスは地代を次のように定義する。 「土地の

地代は，全生産物の価値のうち，その時の農業資本

の通常かつ普通の利潤率にしたがって測られる，投

下資本の利潤をふくんだ，耕作に属する種類のいか

んを問わぬすべての出資が支払われた後に，土地の

所有者に残る部分である， と定義してよいであろ

う」 (Malthus,Principles., p. 134)。マルサスは地

代を生産費を超える生産物価値の超過分と捉え，地

代の析出を次のように説明する。資本の増大は劣等

地耕作を進展させる。また人口が労働維持ファンド

よりも急速に増大するならば，穀物賃銀は低下する。

こうして一国の資本と人口の増大に伴って生産費は

減少するが，生産物の価値すなわち支配労働量は増

大し，この超過分が地代として地主に帰す。生産費

の超過分としての地代は支配労働価値説によって次

のように定式化できる。 Pを総穀物量， Vを穀物賃

銀， L を V の支配しうる労働量（使用労働者数），

pIを一般的利潤率とすれば，地代 Rは，

p 
R=~XL-L(1十Pり

V 

となる。マルサスは優等地から劣等地への耕作の進

行を考えており，一般的利濶率は最終劣等地によっ

12) ibid., p. 153. 
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て決定される（利潤の制限原理）。 従ってfで優等

地， iで劣等地を表わせば，上式は

R＝化XL-L(1＋梵）
pf 

XL  
P, 

＝一
Vf vi XL 

M 
となる。支配労働価値説は価値増殖度 P’＝ーをも

V 
って価値とする考えである。従って L(1十P')は劣

等地で生産された総穀物の価値へと転換され，地代

は優等地と劣等地の価値差額となる。また Vf=V,

であるから，

L R=:;;-(Pf-P,) 
V 

L 
となる。ーは支配労働価値説によって表わした穀物

V 
1単位の価値であり， pf―れは優等地と劣等地の生

産物差である。従ってマルサス地代論は，貨幣地代

＝穀価x生産物差というリカァドゥ差額地代論と同

じであり，それを支配労働価値説によって表現した

ものである。リカァドゥは，自分のマルサス地代論

理解の誤りを認め (Ricardo,Works., II, pp. 120-

121)，地代を基本的には土地の豊度差による差額地

代として捉える点では，両者は一致する。

しかしリカァドゥは，マルサスが賃銀と利潤を生

産費として一括し，賃銀と利潤の同時的低下従って

生産費の低下によって地代の発生を説明することに

対しては，賃銀と利濶の相反関係に立脚して反論す

る。賃銀低下の結果は利潤率の上昇であり，それが

地代増大に結びつくのは，利潤率上昇により蓄積が

進行し，劣等地耕作が進行するときである，と言う

のである (Ricardo,Works., II, p. 133, pp. 138-

139)。しかしマルサスは，最初から賃銀と利潤の相

反関係を問題にしなくてもよい過剰人口の存在の下

での劣等地耕作の進行という情況を前提しているの

である。このような想定では賃銀と利潤は同時に低

下し，地代が増大する。 「土地においてこのことが

達成されるのは，同じ資本によって獲得される生産

物は減少するが，労働によって吸収される部分がそ

の割には減少しないからである。このために，労働

者の実質賃銀が減少すると同時に，利潤として残る

ところも少なくなるということになる」 (Malthus,

Principles., pp. 163-164)。マルサスの経済理論の

詳細な分析は，橋本比登志氏によってなされてい

る。橋本比登志「マルサスの価値論ー一『原理』第

二版を中心として一ー」『経済学論究』第 15巻第 1

第 48巻第 2号

号， 1961年 4月， 同「マルサスの地代論ー一『原

理』第二版を中心として一ー」同誌第 15巻第 4号，

1962年 1月， 同「マルサス『経済学原理』」内田義

彦編集『経済学史講座』 1'有斐閣 1964年 5月。

一般的利潤率の法則的確定のために投下労働

価値論へと価値論を一元化したリカァドゥ，そ

れに対抗して支配労働価値説を主張し，需要供

給論へ全てを委ねるマルサス， この両者の対立

は，資本蓄積論においては有効需要の問題をめ

ぐる対立となって現われる。リカァドゥにおい

ては蓄積の動因は一般的利潤率であり，それが

一定の水準以上に維持されている限り，蓄積は

進行し，有効需要の不足によって蓄積が阻害さ

れることはない。収入の資本への転化によって

生産が拡大しても，より大なる生産＝供給は，

生産それ自身が創り出したより大なる価値＝所

得と対応するため，需要の不足は生じない，問

題は蓄積の遂行にある， とリカァドゥは考え

る。

「私は次の点でマルサス氏に同意する，『困難は，

支出の手段を獲得するのに心要な働きをよび起こす

能力に関係している。』しかし，これは， 人間は自

分が消費する資格をもちうる以前に生産していなけ

ればならない，そこで困難は彼を誘って生産させる

ことである，と言うこと以外のなんであるか＿彼

が生産したあとで彼を誘って消費させることには，

なんの困難もないであろう」13)0 

これに対してマルサスは，蓄積は必然的に有

効需要の不足をもたらすと主張する。

「仮定されたばあいにおいては，その国の不生産

的労働者が，資本の蓄積によって，生産的労働者に

転換されたため，明らかに，市場にはあらゆる種

類の異常に多量の商品が存在するであろう。地方

で，労働者の総数は同じであり，地主や資本家のあ

13) D. Ricardo, Notes on Malthus's Princip!es 

of Political Economy, Works., IT, p. 428. cf. 
I, Works., I, p. 292. 
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いだの消費のために購買する能力と意志は，仮定に

よって減少するから，商品は労働と比較して価値が

必然的に低下し，したがって利潤をほとんど無まで

ひき下げ， しばらくはそれ以上の生産を妨げるであ

ろう。しかしこれこそはまさしく供給過剰という言

葉の意味するところであり，このばあい，供給過剰

は明らかに一般的であって部分的ではない」14)0 

マルサスの過剰生産論を，全生産物が消費財

として把握され蓄積に伴って増大する生産財需

要が看過されていること，すなわち「V+Mド

グマ」によって説明することは正しくない。マ

）レサスは次のように考えている。不生産的労働

者の生産的労働者への転化によって商品の供給

は増大するが，労働者数は全体で不変であり，

彼らの消費も不変である。だが蓄積によって資

本家，地主の個人的消費は減少しているため，

有効需要の不足が生じ，過剰生産が発生す

る。しかし生産拡大に伴い価値＝所得が増大す

るならば資本家，地主の個人的消費は増大

し，生産財需要を考慮しなくとも有効需要の不

足は生じない。マルサスが看過するのはこのこ

とである。つまり彼は生産と価値形成との関連

を捉えていないのである。支配労働価値説の本

質は，生産の難易にかかわりなくどれだけの生

きた労働を支配しうるかによって価値を規定す

ることにあり，それは生産と価値との関連を切

り離すことを意味する。このことは蓄積過程の

分析では， 生産拡大に伴い価値＝所得が増大

し，需要が増大するという関連の看過となって

現われる。 このような有効需要不足論に基づ

き，彼は「不生産的労働の生産的労働への急速

な転換」15) は富の増進に結実しえないとして，

それに反対するのである。

14) Malthus, Principles., p. 354. 

15) ibid., p. 463. 

「私が言いたいと思うことのすべては，いかなる

国民も，消費の永続的な減少から生ずる資本の蓄積．．．． 
によっては，おそらく富裕にはなりえない，という

ことである。なぜなら，こういった蓄積は，生産物

にたいする有効需要をみたすために，必要とされる

ものを大きく超えているため，蓄積の一部はまもな

くその効用も価値も共に失い，富の性質をもたなく

なるだろうからである」16)0 

マルサスにおいても生産拡大に対する刺激は

高い利潤すなわち心ー1の増大であるのだが，、

このような推論に基づく限り，一切の拡大再生

産は不可能である。生産拡大と価値形成との関

連を理解しないマルサスにあっては，生産拡大

の契機は生産過程それ自体には存在せず，外生

的な需要増進に頼らねばならないことになる。

このような需要増進の第一の源泉は，生産物の

適切な分配すなわち生産的労働者と並んで不生

産的消費者を維持することである。

「生産物の分配を有利にすることによってその価

値を維持し増大させるのに役立つ第三の主たる原因

は，不生産的労働を使用すること，すなわち不生産

的消費者を適当な割合で維持することである」17)0 

「泄界中のほとんどいたるところで膨大な生産力

が稼動させられていないのを目にしますが，私はこ

の現象を，現実の生産物の適切な分配が欠如してい

るために持続的生産にたいして十分な動機が与えら

れないのだと言って説明します。……ある人または

他の人が生産されるものすべてを消費する資格をも

っていることを否定するつもりはまったくありませ

ん。しかし重要問題はそれが将来の生産物にたいす

るもっとも有効な需要をひき起こすような仕方で，

異なる当事者のあいだに分配されるかどうかという

ことです。そして非常に急速に蓄積しようという企

ては必然的に不生産的消費の大幅な減少をふくんで

おり，したがって生産への通常の動機をひどく損う

ことによって富の増進を末熟なうちに阻止せざるを

えないというのが，私の独自の主張です。……／クラ

プであなたが私に課された問題については，生産力

16) ibid., p. 370. 

17) ibid., p. 463. 
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の増大に不生産的支出の増加が伴わないなら，普通 ーの源泉であると言ってよいであろう。もしある国

のどんな状況のもとでも，その生産力の増大は必 が商工業しかなくて，穀物はすべてヨーロッパの市

然的に利潤をひき下げ労働者たちを失業させるだろ 場価格で購入するとすれば，資本にたいする収益が

ぅ，とはっきり答えましょう。しかし他面でもしそ 非常な長期間にわたって高いということは絶対にあ.... 
れに適当な比率の不生産的支出が伴うなら，それは りえない」20)。

たしかに利潤と賃銀の双方をひき上げ，国富を大い 「このように偉大な土地資源を商工業の繁栄と結

に増進させるでしょう」18)。 合し，かつ商業人口が決して本質的に農業人口を超

有効需要の増進に必要な不生産的消費者の維

持に最も貢献するのは地主階級である 19)。マル

サスは地代のもたらす高い消費力の故にそれを

資本蓄積にとって不可欠の要因と考え，穀物法

に賛成するのである。そして有効需要増進のも

う一つの源泉が外国貿易である。

2. マルサスの外国貿易論

リカァドゥの理論的対抗者としてマルサスを

みるならば，その外国貿易論は次の二つの内容

をもつ。第ーは，農工分業という特定の型の国

際分業形成の論理は存在しないことである。マ

ルサスにあっては，有効需要増進の源泉として

の地代が国民経済の再生産過程において決定的

重要性をもつ。従って彼は，農業を犠牲にした

工業の発展は不均衡なものであり，農業と工業

の均衡的発展こそ国民経済の理想的な姿と考え

る。このような視角からは，資本主義中心の資

本蓄積の要求によって農工分業が形成されると

いう論理は導き出されない。

「土地の肥沃度は，自然的であると後天的である

とを問わず，資本にたいする永続的に高い収益の唯

18) 1821年7月 17日付マルサスのリカァドゥ宛の
手紙 (Ricardo,Works., IX pp. 10-11)。これに

対してリカァドゥは次のように反論する。生産の

増大には生産的支出の増加か，不生産的支出の増

加かのどちらかが伴うのであり，問題は蓄積が行

われるか否かにある。もしも生産物の大部分が労

働者に帰し，それが彼らによって消費されるなら

ば，それは不生産的支出の増大になるが，利潤率
は低下し，著積は停止する (Ricardo, Works., 
IX, pp. 16-17)と。

19) Malthus, Principles., p. 466. 

過しない国々は，事態の急変に対して著しい安定性

をもっている。その増加する富は通常の出来事の及

ばないところにあるように思われる。そしてそれら

の国々の富と人口が数百年，否数千年にもわたって

増加し続けないと言える理由は何もないのであ

る」21)0 

第二は，外国貿易を市場の拡大すなわち追加

需要と捉え，それによる価格上昇は一国の価値

額を増大させ，利潤率を上昇させる，というこ

とである。マルサスは，取引が行われるのはあ

る地方の商品が他の地方でより高い評価をう

け，それによって価値が増大するからであり，

外国貿易の動因もそれと同じであると考える。

「個人を促して対外商業に従事させる動機は，同じ

国の比較的遠方の地方のあいだの財貨の交換にみち

びく動機とまったく同じものであって，すなわち，地

方生産物の市場価格の増大ということである。そし

て，このようにして個人によってなされる利濶の増

大は，あるいは資本が国内で投下されていたなら起

こったであろう利潤の低下の防止は，一国の生産物

の価値の比例的な増大と考えられねばならない」22)0 

マルサスは外国貿易の動機は市場価格の上昇

にあると考えるが，支配労働価値説に立脚する

ならば，市場価格の上昇は心すなわち「全生

産物の価値の最良の実際的尺度としての国の内

外の労働への支配力」23) の増大を意味し，価値

20) ibid., p. 234. 
21) Maltus, An Essay on the Principles of 

Population, 6th. ed. 1823, p. 382. 寺尾琢磨訳

『人口論」第 6版，慶應出版社， 1941年， 540頁。
22) Malthus, Principles., pp. 448-449. 

23) ibid., p. 448. 
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額増大と考えられる。価値額増大を外国貿易遂

行の原理とするマルサスは，それを否定するリ

力ァドゥを次のように批判するのである。 「も

しリカードウ氏の外国貿易にかんする章におけ

るはじめの二つのセンテンスが十分な根拠をも

っているとすれば，諸国民のあいだにおけるこ

ういった通商はおこなわれないであろう， と私

には思われる」24)0 

それと関連して，一国の価値額増大をもたら

すものとしてマルサスが問題にしているのは，

輸出による超過利潤である。

「輪出商人が文明国民との取引上対外商業の順調

な拡張ととくに考えるのはなににたいしてなのか？

うたがいもなく，彼の輪出品を，地金で測って普通

よりもより大きな価値を求めて海外へ販売する力で

ある」25)。

「私は，外国産商品と国産商品とを合計したもの

にたいする需要は，価値にかんするかぎり，その国

の収入と資本によって限定されるということは認め

よう。だが，この問題についての私の見解による

と，地代と利潤と賃銀の合計から成る一国の収入

は，外国貿易商の利潤の増大によって，それ以外の

方面における収入の比例的な減少を伴うことなし

に，ただちに決定的に増大される」26)。

3． リカアドゥによる批判

以上マルサスの経済理論の骨格を叙述した

が，それを体系として如何に評価すべきであろ

うか。理論的精緻さの欠如の故に俗流経済学と

結論づけることは性急であろう。マルサスが見

据えていたのもリカァドゥと同じ資本蓄積の現

実の過程である。リカァドゥが複雑な循環過程

の中から自然価格の世界を抽象し，一般的利潤

率とその長期的傾向の規定を行ったのに対し

て，マルサスの問題関心は，現実の循環過程そ

のものを，価値，一般的利潤率という抽象的規

24) ibid., p. 451, fn. 

25) ibid., p. 453. 

定と媒介させることなく，切離して取上げ説明

することにあった。価格の動きにのみ注目すれ

ば，利潤は PとW の相対関係によって定まり，
p 
w 
—一の如何によって生産は規制されることから，

支配労働価値説が主張される。そして市場価格

の循環的変動の平均結果として一般的利潤率が

現われることから，需要供給は市場価格だけで

なく自然価格までも決定する原理とされる。さ

らに過度な蓄積によって生じる生産と消費の矛

盾も支配労働価値説によって直接に説明され

る。すなわち生産と価値形成の関連の切断とい

う支配労働価値説の本質は媒介環を経ることな

＜蓄積過程の分析に適用され，有効需要不足に

よって過剰生産が説明される。その結果，消費

性向の高い不生産的消費者の維持がその救済策

として主張される。外国貿易についても，市場

拡大，輸出超過利潤，それによる一国の価値額

増大という諸資本の競争によって惹起される問

題が取上げられる。これらは全て複雑な循環過

程において問題となることである。マルサス

は，それをその根底にある価値概念との関係を

考えることなく，それ自体として取上げ説明し

ているのであり，そのための手段として価値概

念を欠落させた支配労働価値説が保持されるの

である。

これに対してリカァドゥは一般的利潤率とそ

の趨勢を規定するために，様々な攪乱要因を捨

象するが，これは基本的に正しい方法である。

この方法は closedsystemだけでなく，外国

貿易論においても保持される。価値を生産の難

易によって規定し，有効需要の不足を法則とし

て否定するリカァドゥにあっては，有効需要の

源泉として外国貿易が位置づけられることはな

く，外国貿易という流通過程が価値に関係する

26)_I_ibid., p. 454. 
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こともない。マルサスが，商品が外国でより高

い価格で販売されること，つまり国際間で価格

差が存在することを根拠に，外国貿易による価

値額増大を主張したのに対して， リカァドゥ

は，国際間の価格差をもって価値額増大とは考

えられない，と批判する。

「マルサス氏は私を誤解している。私は，輸入商

品は輸出商品以上の価値はもたないだろう，と文字

どおり言うつもりはない，輸入商品は，すくなくと

も，その輸入に投ぜられる労働と，あわせて商人の

資本が投ぜられた期間中の商人の利潤とを償う以上

の価値でなければならず， これが事実上この商品の

生産費を構成しているのである。しかし輸出される

商品も，同じ理由によって，同じ価値を追加されて

いるのであり， したがって， もしあなたが一方の商

品の生産費と価値を増大させるなら，あなたはまた

他方の商品の生産費と価値を増大させているのであ

る。 もし私が 100ポンドの価値ある帽子を送りだ

し， それがフランスで 105ポンドに売れ， そして

100ポンドの価値のあるクラレットを受けとり，そ

れがこの国で 105ポンドに売れるとすれば，私はあ

たかも 105ポンドにたいして 100ボンドを与えたよ

うにみえ，またフランスの商人にとっては，あたか

も100ポンドにたいして 105ボンドを受けとったよ

うにみえるであろうが，しかし事実上はどちらのも

のも同じ価値を与えかつ受けとっているのであっ

て， 5ボンドは支出と資本の利潤を償うために追加

されるものである。 100ポンドが同じ期間に国内で

投ぜられ，同じ輸送費ないしはその他の種類の費用

がかかるとしても，等しく 105ポンドが生みだされ

るであろう。そこでわれわれは外国貿易によってよ

り望ましい商品は得たが，より高い価値の商品を得

たわけではない」27)0 

外国貿易による価値額不変を論証するに当

り， リカァドゥは第 1図のような貿易が営まれ

ている情況を想定している。ここではイギリス

は帽子を輸出して国内でより望まれているクラ

レットを輸入し，フランスもクラレットと交換

により望ましい帽子を得るという取引が行われ

27) Ricardo, Works., II, pp. 402-403. 

第 1 図

イギリス フランス

100ポンド
帽子

105ポンド

105ポンド 100ポンド

ている。このような想定では，貿易商人にとっ

て輸出商品は輸入商品を得るために投下された

資本と見倣される。それ故「輸入商品は，すく

なくとも，その輸入に投ぜられる労働と，あわ

せて商人の資本が投げられた時期中の商人の利

潤とを償う以上の価値でなければなら」ない。

つまり両国の輸入商品の価値は， （輸出商品の

価値＋輸送費やその他の費用） X(1十一般的利

潤率）で決まり，第 1図のような価格関係が生

まれるのである。

ここで 100ポンドの商品と交換に 105ボンド

の商品を得ることをみるならば，この取引は不

等価交換であり，貿易商人はより高い利潤を得

たように思われるが， 105ポンドは貿易商人に

平均利潤を保障する価格すなわち自然価格であ

り， これは等価交換である。 100ボンドと 105

ポンドの交換をもって価値額増大とみる考えに

対して， リカァドゥは，ィギリス商人は 100ポ

ンドのクラレットを輸入することによってその

価値を 105ボンドに高めるが， 100ボンドの帽

子はフランスヘ輸出されることによって同様に

105ポンドに価値を高められるではないか，一

方の商品の価値が増大するのであれば，他方の

商品の価値も増大するではないか，受取った価

値が105ボンドであれば与えた価値も105ボンド

ではないか，あるいは 100ボンドの価値を送り

出したのであれば得た価値も 100ボンドではな
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いか，と批判するのである。つまりリカァドゥ

は， このような取引によって両国はともに「同

じ価値を与えかつ受けとっている」にすぎない

と考え， このことをもって外国貿易による価値

額不変の論拠とするのである。 『経済学原理』

において価値額不変の論拠とされる「すべての

外国財貨の価値は，それらとひきかえに与えら

れる，わが国の土地と労働の生産物の分量によ

って測定されるから」28) ということの内容も以

上のことである。すなわちここでも，輸入商品

の価値は平均利潤だけ輸出商品の価値を上回る

という同様の状態が想定されている（第 2図）。

第 2 図

イギリス ポルトガル

服地
1000ポンド 1200ポンド

1200ポンド 1000ポンド

ブドウ酒

リカァドゥの考えをマルサスと対比してみよ

う。第 1, 2図で表示されているのは自然価格

である。リカァドゥにあっては価値とは一般的

利潤率を所与とした生産価格を意味しており，

生産価格は労働量タームではなく，貨幣表現さ

れた自然価格という姿でつねに現われる。それ

はここでも同様である。リカァドゥにおいては

価値という言葉で自然価格が意味されており，

従って同一額の自然価格の輸出入をもって価値

額不変と考えられるのである。リカァドゥは国

際間の価格差が存在する情況を自然価格の世界

において設定している。しかしマルサスが国際

28) Ricardo, Works., I, p. 128. 

間の価格差の存在ということで考えているの

は，自然価格以上の市場価格での輸出商品の販

売である。これに対してリカァドゥは，自然価

格の世界を対象としてマルサスに応えているの

である。しかしこのような分析視角からは，マ

ルサスの問題にした輸出超過利潤は最初から考

慮の外に置かれることになる。確かにリカァド

ゥは次のように言い，輸出超過利潤の発生を認

めている。

「商人が自分の財貨を外国に高い価格で売ること

によって大きな利潤をつくるときは，彼の利潤は彼

の自国にとっては利潤であるが， しかしやはり消費

者の犠牲において手に入れられたものである，だが

このばあいは，消費者は外国人であって，移転は一

国から他国にたいしてなされるのである」29)0 

しかし第 1図のような均衡状態が想定される

限り，自然価格以上の市場価格での販売という

ことは考えられておらず，輸出超過利潤の問題

は最初から排除されている。外国貿易と利潤率

の問題についてのリカァドゥの考えもマルサス

とは全く異なった想定の下で展開される。リカ

ァドゥは資本量一定従って価値額一定という状

態をまず想定する。国内商品と外国商品に対す

る需要は一定の価値額によって制限される。そ

こで国内商品に対する需要の減少，輸入商品に

対する需要の増大が起こり，利潤率は貿易部門

では上昇し，内需部門では低下すると，このよ

うな変化に対応して内需部門から資本の一部が

解放されて貿易部門に移動することによって，

変化した需要に対応した供給が実現され，貿易

部門の利潤率は旧来の水準に低下する 30)。これ

がリカァドゥの外国貿易による利潤率不変の論

証であるが，その要石は一国の価値額は資本量

によって規定され，外国貿易によっては影響さ

29) Ricardo, Works., II, p. 394. 

30) Ricardo, Works., I, pp. 129-130. 
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れないということにあり，それをリカァドゥは

第 1図のような貿易関係を想定することによっ

て導き出しているのである。マルサスが問題に

するのは，輸出超過利潤によって一国の価値額

が増大するということであるにもかかわらず，

リカァドゥの想定では問題自体が否定されるの

である。

4． 国際経済の法則性

外国貿易による価値額増大，利潤率上昇を主

張するマルサスを批判するためにリカァドゥが

とった方法は，同一額の自然価格が輸出入され

るという国際間の均衡状態を設定することであ

った。 このような均衡状態を分析の対象とし

て， リカァドゥは不等労働量交換という法則を

導き出している。そのための道具立ては，（1）自

然価格の世界を分析の対象とすること，（2）国際

間の産業部門間の生産力格差，そしてその総和

としての国民的生産力格差の認識，（3）国民経済

のメルクマールを資本と労働の移動の自由に求

めること，である。

マルサスは需要供給論に拠り，市場拡大すな

わち有効需要の増大によって一国の生産力を呼

び起こす力を外国貿易に見出した。外国貿易に

よる価値額増大従って利潤率上昇を否定するリ

力ァドゥにあっても，外国貿易のこのような効

果は考えられるべき問題であり，これに応えて

いるのが比較生産費理論である。しかしその視

角はマルサスとは全く異なる。マルサスが市場

価格の変化を問題にしたのに対して， リカァド

ゥは比較生産費理論においても，同一額の自然

価格の輸出入という国際経済の均衡状態を一貫

して想定している。それは，「イギリスにおけ

るブドウ酒醸造上の改良以前に，ブドウ酒の価

格はここでは一樽につき 50ボンドであり，

定量の服地の価格は 45ポンドであったが，そ

第 3 図

イギリス I I ポルトガル

100労附→ 45ポンド 50ポンド← 90労備

120労fill/]→ 50ポンド 45ポンド← 80労働

れに対してポルトガルでは，同一量のブドウ酒

の価格は 45ボンドであり， 同一量の服地価格

は50ボンドであった」31) と仮定されているこ

とからわかる。このように市場価格の変化を捨

象した均衡状態が想定されるならば，外国貿易

が資本蓄積に及ぼす効果を明かにするために

は，自然価格の根底にある投下労働量にまで遡

らねばならない（第 3図）。

外国貿易は一国にまず使用価値的利益をもた

らす。各国は比較優位にある商品の生産に特化

することによって社会的労働節約の利益を得る

ことができる。第 3図のように，ポルトガルの

ブドウ酒 1単位とイギリスの服地 1単位が交換

されるならば，イギリスは 100労働の服地と交

換に国内で生産すれば 120労働を要するブドウ

酒を獲得することにより， 20労働の節約を享

受できる。同様にポルトガルも， 80労働のプ

ドウ酒と交換に， 国内で生産すれば90労働を

要するにすぎない服地を， 100労働を要するイ

ギリスから輸入することによって， 10労働の

節約を享受しうる。換言すれば，各国は外国貿

易によって一定量の労働によってより多くの商

品を獲得することができる。このような利益は

，貨幣価格の比較ではなく，投下労働量の比較に

拠らなくては判断されえない。「唯一の重要問

題は，事実上，資本と労働の最小の支出でわれ

31) ibid., p. 138. 
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われの穀物を国内で買いうるか，それとも外国

で買いうるか， ということである一ーそしてこ

の判断は，一定量の資本をもって輸入しうる量

と，これと等額の資本をもって産出しうる量と

を比較することによってのみ，なされるべきで

ある。量によって判断しなければならないので

あって，貨幣価値によってではない。どんなも

のでもこれを稀少にすることによって，高い貨

幣価値をもつものにしうるからである」32)0 

社会的労働節約の効果は，使用価値的利用を

もたらすだけではなく，資本蓄積を促進する。

一国の価値額が一定であれば，その価値額のう

ちできるだけ多くのものを利潤に，または利潤

のうちの蓄積ファンドに振り向けることによっ

て資本蓄積は促進される。外国貿易を導入して

も同様の考えが展開される。リカァドゥは，貿

易が行われても一国の資本の完全利用は維持さ

れると考える。

「羊毛や絹やリネン製品の製造業者の個人的利害

は，海外の競争によって損われるかもしれず，そし

て彼らは損失をこうむりながらも彼らの資本を他の

事業部門に移さざるをえないかもしれないが，しか

し彼らはなお，以前にもっていたのと大して劣ら

ない，資本と収入とをもっているであろう。もし

穀物の輸入にたいして最大の自由が許されるとすれ

ば，劣等地の地主の地代はまったくなくなってしま

い，優等地における地主の地代は大いにひき下げら

れるであろう。／地主の利害と製造業者の利害のあい．

だに類似がある，と考えること以上に大きな間違い

はありえない，けだし，彼らは，原生産物の輸入の

制限と製造品の輸入の制限によって別個の影響を受

けるからである。彼らの利害はまったくちがった根

拠に基づいているのである。製造業者は，輸入の制

限がどんなものであろうと，長い期間をとれば，彼

の資本にたいする一般的かつ通常の利潤率以上を得

ることはけっしてできないのであり，したがって，

もし彼が彼の資本を一つの事業からいま一つの事業

32) Ricardo, Works., II, p. 204. 

にたやすく移すことができれば，制限の徹廃による

彼の損失はとるに足りないであろう」33)0 

これは，マルサスが地主と資本家の利害の一

致を主張したのに対して，自由貿易によって低

廉な農産物や製造品が輸入されたとき，地主は

地代の減少を蒙るが，資本家の利潤は資本の部

門間移動によって維持されるという両者の利害

の対立を述べたリカァドゥの評注である。貿易

を導入しても部門間移動によって資本の完全利

用が維持されるならば，生産される価値額は一

定であり，資本蓄積の促進のためには，価値額

のうちどれだけを利潤に，また利潤のうちの蓄

積ファンドに振り向けるかが問題となる。従っ

て前者から，賃銀を低下させ利潤率を上昇させ

るべく穀物の自由貿易が主張され，穀物法が批

判される。また低廉に輸入される商品が奢修品

であっても，それは資本家の消費ファンドを減

少させ蓄積ファンドを増大させることによって

資本蓄積を促進する。以上より完全な自由貿易

が政策として主張される。

外国貿易による社会的労働節約の効果を論じ

るに当り， リカァドゥは，イギリスが服地の生

産に，ポルトガルがブドウ酒の生産に特化し，

服地とブドウ酒が 1対 1の比率で交換されると

いう国際分業が営まれている情況を前提として

いる。そして彼は，与えられた国際間の生産力

状態の下ではこのような国際分業が一義的に形

成されることを，国際間における資本と労働の

移動の困難と国際間における貨幣価値の差異に

よって説明し， その根底におけるイギリスの

100人の労働＝ポルトガルの 80人の労働とい

う不等労働量交換を国際間に一義的に貫く法則

として摘出しているのである。

まずイギリスが服地の生産に，ポルトガルが

33) ibid., pp. 199-200. 
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ブドウ酒の生産に従事するのは，国際間では資

本と労働の自由な移動が行われないからであ

る。リカァドゥは資本と労働の移動が自由に行

われる領域をもって国民経済と考えている 34)0 

両国の間に前提されたような生産力格差が存在

するとき，国際間で資本と労働の移動が自由で

あるならば，イギリスの資本と労働がボルトガ

ルヘ移動して，服地ブドウ酒ともボルトガル

で生産されることによって最も多くの使用価値

がもたらされる。この場合には服地とブドウ酒

はボルトガルでの投下労働量に比例して交換さ

れる，すなわち等労働量交換が行われる。しか

し資本と労働の自由移動は国際間では困難であ

るため，両国が比較優位商品の生産に特化する

ことが次善の分業となる。

次に服地とブドウ酒の交換比率が任意の点に

決まるのではなく，必然的に 1対 1に決まるこ

とが国際間における貨幣価値の差異によって説

明される。

「本書の前の部分では，議論のために，貨幣はつ

ねにひきつづいて同じ価値をもつものと仮定してき

た。いまわれわれは，貨幣の価値の通常の変動およ

び全商業世界に共通な変動のほかに，特定の国々で

貨幣がこうむる部分的変動もあるということ，そし

て事実上，貨幣の価値は，現にそうであるように相

対的課税に，製造上の熟練に，気候，自然の産物，

およびその他多くの原因にもとづく利点に依存して

いるのであるから，どの二国においてもけっして同 ・

ーではない，ということを証明しようと試みている

のである」35)。

リカァドゥは，貨幣価値の通常の変動，全世

界に共通の変動のほかに特定の国々での部分的

変動を挙げ，貨幣価値はどの二国においても同

ーではないことを言うが，これは「異なった国

々における貨幣の比較価値」は発展した社会で

34) Ricardo, Works., I, p. 134. 

35) ibid., pp. 142-143. 

第 48巻第 2号

は製造業の優秀度によって決定される 36) とい

うことと同じ内容である。つまり特定の国が卓

越した生産力を有していれば，それは貿易に反

映し金が流入することによって，その国の貨幣

価値は小さくなる。すなわち国民的生産力に比

例して貨幣価値は異なるのであり，そのために

80労働のポルトガルのブドゥ酒 1単位と 100

労働のイギリスの服地 1単位が同じ 45ボンド

という価格表現を受け，その結果ブドウ酒と服

地の交換比率は一義的に 1対 1に決まるのであ

る。国民的生産力に比例した貨幣価値の差異の

ために，各国の比較優位商品が絶対的に低廉な

価格表現を受け輸出されるという使用価値的に

最も有利な国陽分業が形成され，社会的労働の

節約が実現される。同時にそれはポルトガルの

ブドウ酒 1単位とイギリスの服地 1単位の交換

が必然であることを含んでおり，同一額の自然

価格の交換の根底にボルトガルの 80人の労働

＝イギリスの 100人の労働という不等労働量交

換が一義的に貫徹するのである。国内での等労

働量交換に対して，国際間では不等労働量交換

が法則として貫くことから， リカァドゥは次の

ように言うのである。

「一国における諸商品の相対価値を左右するのと

同じ規則が，二つあるいはそれ以上の国々のあいだ

で交換される諸商品の相対価値を左右するわけでは

なしヽ」37)0 

「このようにして， イギリスは， 80人の労働の

生産物にたいして， 100人の労働の生産物を与える

であろう。このような交換は同一国の個人間では起

こりえないであろう。 100人のイギリス人の労働

が， 80人のイギリス人のそれにたいして与えられ

ることはありえない。しかし 100人のイギリス人の

労働の生産物は， 80人のポルトガル人， 60人のロ

シア人，または 120人の東インド人の労働の生産物

36) ibid., p. 144. 

37) ibid., p. 133. 
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にたいして与えられうるであろう。この点での単一

国と多数国とのあいだの差異は，資本がより有利な

用途を求めて一国から他国へ移動することの困難

と，資本がつねに同一国内で一つの地方から他の地

方へ変転するその活発さとを考察することによっ

て，容易に説明される」38)。

以上， リカァドゥが外国貿易による不等労働

量交換という法則を摘出する論理を追ってきた

が， この命題の意義をどのように考えるべきで

あろうか。結論を先取りすれば，その意義は国

際経済における等価関係の認識にある。国際経

済における等価関係とは，国民経済相互の均衡

の姿を国民経済の有する様々な自然的属性から

独立した一つの共通なものすなわち価値に還元

して示したものである。

外国貿易論におけるリカァドゥの課題は，一

般的利潤率の法則的確定という一貫した課題を

open systemにおいて追求することである。

すなわちマルサスが外国貿易による価値額増

大，利潤率上昇を主張したのに対して，外国貿

易は一国の価値額には関係ないことを論証し，

その作用を社会的労働の節約に限定することで

ある。リカァドゥは外国貿易によって遂行され

ることは同一の自然価格の交換であることを示

すことによって， このことが論証されると考

ぇ， このような情況を導き出すために貨幣価値

の国民的相違を持ち込む。すなわち国民的生産

力に比例した貨幣価値の差異のために，異なる

労働量を体化した各国の比較優位商品が同一の

自然価格で表現され交換されるという第 3図で

示した情況が想定されるのである。リカァドゥ

はこのような情況を前提し，同一の自然価格の

交換をもって外国貿易による価値額不変の論拠

とし，自然価格の根底にある労働量に目を向

け，外国貿易による社会的労働節約の実現とそ

38) ibid., pp. 135-136. 

の背後に貫く不等労働量交換を論証するのであ

る。換言すれば，資本と労働の移動が困難な国

際経済においては，国民的生産力に比例した貨

幣価値の差異に基づく同一の自然価格の交換の

背後における一義的な不等労働量交換（リカァ

ドゥの設例ではイギリスの 100人の労働＝ポル

トガルの 80人の労働）という関係が貫くこと

によって， 外国貿易の作用は価値には関係な

く，一国の価値額の合理的配分であることが確

証されるのである。すなわち国民的生産力格差

に比例した不等労働量交換という状態が国際経

済における等価関係として存在するのであり，

諸国民経済がこのような等価関係によって律せ

られているが故に，比較優位構造の形成による

社会的労働節約という経済合理性が貫徹するの

である。

リカァドゥは同一の自然価格の交換の根底に

不等労働量交換を見出すという，いわば下向分

析によって，国際経済の等価関係の存在を認識

したのだが，国際価値論においては，この問題

は，価値法則のモディフィケーションに基づき，

貨幣価値の相対的相違が国民的生産力格差に一

致し，従って貨幣の国際的価値一定という状態

が等価関係として存在する，と明確にされる。

一般的利潤率の規定から導かれる国際経済の

もう一つの法則性は，農工分業形成の必然性で

ある。以上の論理においては，形成される国際

分業は国際間の産業部門間の生産力格差を反映

したものであり，その使用価値的内容は特定化

されない。それは資本蓄積論の視角から特定化

される。リカァドゥは有効需要の不足を法則と

して否定することによって，資本蓄積の動因た

る一般的利潤率の制限要因を自然条件によって

制約される農産物価格騰貴による賃銀上昇に一

元化しえた。その結果，外国貿易は有効需要の
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源泉としてではなく，一般的利潤率の低下を阻

止すべく賃銀財を低廉に輸入するものとして意

義をもたされる。ここに農工分業形成の論理が

見出される 39)。

「資本は，増大する人口に食物や必需品を供給す

るわれわれの能力にともなって使用されてゆくもの

であり，こうしてたえず増大する資本がこの増大す

る人口を雇用する。土地からの原生産物の供給を増

加させるのが困難になるにつれて，穀物その他の労

働者の必需品の価格が騰貴するであろう。そして賃

銀が上昇するであろう。賃銀の実質的上昇は必然的

に利潤の実質的低下を伴う，したがって，一国の土

地が最高度の耕作状態になったとき， ――ーすなわ

ち，その土地にそれ以上の労働を投入しても，それ

ら追加的労働者を維持するのに必要な量の食物を超

えるだけのものを収獲できなくなるとき，その国は

資本と人口の両方の増加の限界に達しているのであ

る。

ヨーロッパで最も富裕な国ですら，いまだこれほ

どの発達状態からはるかに遠い，しかしもしもいず

れかの国が，こうした発達状態に到達したとしても，

そうした国でも外国貿易の助けによって，富と人口

とをなお無制限に増大してゆくことができるであろ

ぅ，というのは， こうした増加の唯一の障害物は，

食糧およびその他の原生産物の不足とその結果とし

てのそれらの価値上昇といった事態だけにすぎない

からである。これら食糧および原生産物が，製造品

と交換に海外から供給されるとしよう，その場合に

は富の蓄積を停止させたり，それらの利用によって

利潤を獲得することを止めさせたりする限界点が，

どこにあるかを示すことは難しくなるであろう」40)0 

世界経済の発展が国際間の生産力格差の縮小

ではなく，その固定，拡大をもたらしたのは，

先進国の工業に調和した後進国の農業という国

39) 資本蓄積の自然的傾向についてのリカァドゥの

把握から，農工分業という特定の型をもつ，不可

逆的な国際分業形成の必然性が導かれることは，

森田桐郎氏によって指摘されている。森田桐郎
「古典派国際分業論再考」『経済学論集』第 43巻

第 3号， 1977年 10月。

40) Ricardo, Funding System, Works., IV, 

p. 179. 

第 48巻第 2号

際分業構造が形成され，自由貿易はそれを固定

化するからである。

ところで農業の特殊性は，それが賃銀財供給

部門であり， しかも土地所有という自然条件に

制約されることにある。社会的再生産が円滑に

進行するためには，生産手段だけでなく労働力

の再生産が行われねばならず，そのためには賃

銀財の安定的供給が不可欠の条件である。従っ

て農業を有しない国民経済は存立しえない。マ

ルサスは支配労働価値説に基づいた「地代＝有

効需要の源泉」を拠り所に，非効率な農業であ

ってもそれを国内に抱えることを国民経済の理

想とした。それに対してリカァドゥは，投下労

働価値論に基づいた「賃銀による利潤の規制」

を拠り所に，比較劣位にある農業を海外に依存

する外国貿易を含めたより大きな規模で完結す

る国民経済を，理想的な国民経済と考えるので

ある。というのは資源の効率的配分によって利

潤率上昇を実現しうるからである。効率性の故

に農業を海外に依存することの危険性をマルサ

スは，安価な穀物輸入によって農業資本が破壊

される幣害，国家の安全性喪失の危険という観

点から主張するが， リカァドゥにあっては，農

業資本破壊の幣害も一時的なものと考えられ，

利潤率上昇によって社会が繁栄に向かうことが

確信される。また国家の安全性についても，彼

は調和的国際分業の実現に信を置き，イギリス

が規則的な輸入国となることによって安定した

供給が達成されると考える。

III・伝統的貿易理論批判

1. 伝統的貿易理論の流れ

リカァドゥ外国貿易論に拠って立つことによ

り，国際経済における法則性の解明という課題

にとって，国民的生産力格差に対応した国民経
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第4図 J. s.ミルの比較生産費の図式
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済相互間の等価関係の存在，農工分業の形成と

いう手掛りが得られた。この二つの法則性を摘

出することは労働価値論に立脚することと不可

分である。しかし国際間においても経済法則の

貫徹は，様々な転倒した現象を生み出し，それ

は媒介的中間項から分離されている。伝統的貿

易理論はこのような現象を通訳したものであ

り，それは価値論における労働価値論の換骨奪

胎と軌を同じくする。本節ではこのような観点

から伝統的貿易理論の批判的検討を行う。

J. s.ミルから出発しよう。ミルは交易条件

決定論の不在をリカァドゥ外国貿易論の欠点と

考え，同一労働時間で生産される使用価値量を

表示した比較生産費の図式（第 4図）を掲げ，

商品交換比率の決定，換言すれば「労働の節約

から生ずる生産物の増加分が如何なる比率で二

国間に分配されるか」41) を中心課題とする。彼

は国内において価値を決定する生産費の原理は

国際間では妥当しないと考え，均衡は両国の相

互需要の均衡が成立する点に求められる。この

ようなミル貿易論は次の点においてリカァドゥ

から後退している。

第ーは外国貿易論の課題の本質的修正であ

る。リカァドゥ外国貿易論の課題は一般的利潤

率の規定を opensystem において追求する

ことである。その分析の対象として国際経済に

おける均衡状態が想定され，外国貿易の作用は

価値額増大ではなく社会的労働の節約にあるこ

41) J. S. Mill, Essays on Some Unsettled Questions 

of Political Economy, 1836.末永茂喜訳『経済学

試論集』岩波文庫 12頁。

とが明らかにされた。これに対してミルは， リ

力ァドゥ外国貿易論の内容を国際分業による社

会的労働節約という点でのみ問題にする。そし

てリカァドゥにあっては必然であった 1対 1と

いう交換比率を恣意的な想定と誤解し，交換比

率が如何に決定されるかにのみ議論を集中して

いる。その結果， opensystemにおける一般

的利潤率の確定というリカァドゥの本来の問題

意識は消失する。

第二は国際間の生産力格差の認識の消失であ

る。確かにミルの比較生産費の図式は国際間の

生産力の絶対的相対的格差を表わしているが，

課題が貿易利益の分配に限定されると，両国の

商品交換比率の差異だけが問題となり，国際間

の生産力格差を考慮することは不必要となる。

問題が商品交換比率となってしまうと，さらに

それがどのような原理によって決定されようと

問うところではなくなり，労働価値論は放棄さ

れる。その結果先進国と後進国の関係が生産力

格差として捉えられなくなる。

第三に価値決定の原理として，国内における

生産費の原理と並んで，国際間における需要供

給の原理が存在することになる。

以上がミルによるリカァドゥ外国貿易論の修

正の内容であるが， ミル以降の伝統的貿易理論

においては，外国貿易による使用価値的利益の

発生を，価値論の二元性を克服することによっ

て一ーもちろん労働価値論の否定によって一一

説明することが一つの課題となる。この課題に

応えるのがハーバラーとオリーンである。ハー

バラーは，労働価値論を排して機会費用概念を

援用し，一般均衡論の一部に外国貿易論を組込

むことによって貿易の利益を説明する。すなわ

ち生産可能曲線と消費無差別曲線の接点で商品

交換比率は決定されるが，諸国の商品交換比率
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に差異があれば貿易が行われ，貿易の利益はよ

り高次の無差別曲線への移行として実現され

る4・2)。これに対してオリーンは，国内，国際間

の商業取引を価格形成論によって統一的に捉

ぇ，要素賦存理論を呈示する。

2. 要素賦存理論

オリーンの第一の課題は，貿易が行われるの

は商品価格が国際間で異なっているからだとい

う現実から出発し，労働価値論のもつ困難に煩

わされることなく「そのような価格の不均等性

の背後にあるものを明かにすること」43) であ

る。彼はそれを貨幣生産費に立脚して説明す

る。第二の課題は，国際貿易の国内の所得分配

に及ぼす影響を分析することである。

オリーンは労働価値論を次のように批判す

る。生産費を労働に還元することは資本につい

ては不可能であるため，商品の相対価格が投下

労働量に比例するためには，資本と労働の組合

せが全ての部門で等しくなければならないが，

このような想定は非現実的である，また資本と

労働の比率が固定的という想定では，生産要素

価格の変化が生産要素の結合を変化させ，商品

価格を変化させるという効果は見失われる，こ

のような効果は，生産費を労働で測ることを放

棄し，商品価格と生産要素価格は相互規定的で

あるという均衡理論に立脚することによって明

かとなる 44)。また労働価値論にとらわれるなら

42) G. Haberler, Der Internationale Handel, 
Theorie der ・ Weltwirtschaftlichen Zusammen-

hange sowie Darstellung und Analyse der Aus-

senhandelspolitik, Berlin, 1933. 松井清•岡倉

伯士訳『国際貿易論』有斐閣， 1937年，第 13章。
43) B. Ohlin, Interregional and International 

Trade, 1931. 木村保重訳『貿易理論』晃洋書房，
1980, 12頁。

44) B. Ohlin, "Ist eine Modernisierung der 
AuBenhandelstheorie erfordelich ?" Welt-

wirtschaft Archiv, Bd. XXVI, 1927, SS. 99-

102, 『貿易理論』木村保重訳30頁。

第 48巻第 2号

ば，外国貿易と所得分配の関係についても看過

される，「というのは， 全ての商品において資

本と労働が同一の比率で結合されるならば，外

国貿易によって引起こされる生産の転換は，貿

易の存在しない孤立状態に較べて，労働力と資

本の相対的稀少性に影響しえないことは明かで

あるから」45)。このように労働価値論を批判す

るオリーンは実質費用分析さえ放棄し，貨幣生

産費に立脚して，外国貿易論は極小貨幣生産費

結合を求める価格形成論の修正（国境の存在と

いう点で）にすぎない，と言うのである。 「こ

の分析には特殊なものはなにも存在しない。地

域貿易の相互依存理論ー一それは実質生産費で

はなく， 貨幣生産費（価格）に基礎をおくも

の一ーは，比較生産費という特別法則を採用し

ていない。……実際このいわゆる法則は，単に

生産諸要素の可能なかぎりでの最安価な組合せ

を発見するという傾向の一特例にすぎない」46)0 

価格形成論に基づき，（1）各国はそれぞれ豊富

で低廉な生産要素を大量に用いる商品の生産に

比較優位をもつ，（2）貿易の結果，商品価格の均等

化と要素価格の均等化がもたらされる，という

二つの命題が導かれるが，そのプロセスをサム

エルソンの定式化に拠り H.O．理論として示そ

ぅ47)。以下の仮定の下に要素価格比率Q=-
w 

K R' 
資本ー労働比率 k=―，生産物の相対価格 P=
pl L 
ーの関係を示す第 5図が描かれる。
P2 

45) a. a. 0. S. 107. 

46) B.オリーン『貿易理論』木村保重訳 49頁。
47) 要素賦存理論のサムエルソンによる定式化につ

いては， “InternationalTrade and the Equi-
lisation of Factor Price" The Eeonomic 
Journal, June, 1948, "International Factor-
Price Equilisation Once Again" The Econo-

mic Journal, June, 1949, を参照。また以下の

H. 0.理論の説明においては，小島 清『外国貿
易』（五訂）春秋社， 1981年， 小宮隆太郎・天野
明弘『国際経済学』（現代経済学8)岩波書店，
1972年を参考にした。
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(1) Y国），

集約財，

二財（第 1財労働

（資本 K,

(2) 

二国 (X国，

第 2財資本集約財），

労働 L) モデル。

二生産要素

生産財市場と生産要素市場における完全

競争。

(3) 限界生産力逓減だが，規模に関して収穫

不変（一次同次）の生産関数。

(4) 

,:~',~9,J 

5

6

7

 

','

~9,

., 

生産要素は両国で同質であり，各財につ

き両国で生産関数は同ーである。

完全特化はない。

要素集約度の逆転はない。

資源の完全利用が実現される。

両国の需要パターンは同質である。

まず要素価格比率 Q=~
w 
R 

K 
k＝一の関係をみよう。

L 

本，労働の限界生産物がそれぞれの報酬率（要

(8) 

と資本ー労働比率

完全競争下では， 資

素価格）に等しい状態が均衡状態である。従っ

て賃銀が上昇すれば，相対的に高価な労働を節

約し，相対的に安価な資本を増やすように生産

k W 
技術が変化する。つまり k＝ーはQ＝一の増

L R 

加関数である。次に要素価格比率と生産物の相

P1 
P＝一の関係をみると，要素集約度の

P2 
対価格

逆転はないので，賃銀が上昇すれば資本による

労働の代替が進むが，労働集約財（第 1財）は資

本集約財（第 2財）よりも賃銀上昇の圧力が大

第 2財で測った第 1財の価格は上昇す

p1 W 
る。つまり P＝ーは Q＝一の増加関数であ

p2 R 

きく，

る。また一国の資本と労働の賦存量をそれぞれ

- K 
K, Lとし， K＝ーとすると，資源が完全利用

L 

されることは次の関係が成り立つことを意味す

る。

K1+K2 = K, 

L1, z. L2 k1 —+K2- = k 
L L 

L1 +L2 = L 

つまり各産業の資本ー労働比率の加重平均が一

第 5
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I
I
I
I
士
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Q＝墨

s
 

P=凸
P2 

国の資本ー労働比率に等しいことが，

全利用される条件である。このことはまた，一

国の生産要素の賦存量と各産業の資本ー労働比

資源が完

率（これは要素価格比率によって決定される）

が与えられれば，各産業への資源配分が一義的

に決定されることを意味する。

第5図は以上の関係を図示したものである。

要素価格比率と資本ー労働比率の関係から K19

kふ描かれ，要素価格比率と生産財相対価格の

関係から Sが描かれる。 X国全体の資本ー労働

比率がkxであるならば，資源の完全利用と両立

しうる要素価格比率の範囲は ABであり，生産

財相対価格のとりうる範囲は S1ふである。 X 

国の要素価格比率が Qxに決まれば，

応して各産業の資本ー労働比率が決まり，一国の

それに対

資源配分が決定される。また Qxに対応してニ

財の相対価格はれに決まる。 X国を労働豊富

国， Y国を資本豊富国とすると，生産関数は両

国に共通であるから， k1,k2, S は両国に共通で

ある。だが要素賦存比率が異なるため， Y国の

資源の完全利用を実現しうる要素価格比率の範

囲は CDであり，従って生産財相対価格のとり
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うる範囲は s3s4である。 X 国の要素価格比

率が Qxに，そして生産財相対価格がたに決

まり， Y国ではそれぞれが Qy,Pツに決まった

とすれば，

（~)x＜（[）ツ
となり，労働豊富国 (X国）は労働集約財（第

1財）に， 資本豊富国 (Y国） は資本集約財

（第 2財）に比較優位をもっ，という H.0．理

論の第一の命題が導かれる。さらに貿易の結果

生産財相対価格が P*で均等化すると，要素価

格比率は Q*で均等化する。このモデルでは要

素価格は相対的にだけでなく，絶対水準におい

ても均等化する。第 6図において要素価格比率

が Q*であれば，両産業の資本ー労働比率紅 k2

は両国で等しい。一次同次の生産関数では，生

産要素の限界生産力は資本ー労働比率のみに依

存することが知られている 48)。従って両国の資

本と労働の限界生産力は等しくなり，限界生産

力に応じて支払われる利子，賃銀は両国で等し

くなる（要素価格の絶対的均等化）。

3. 要素賦存理論の批判

以上H.O．理論の骨格を述べたが，この理論を

如何に評価すべきであろうか。まず伝統的貿易

理論の立場からのミル以降の理論の発展に対す

る評価をみれば，次のようなものが一般的であ

る。「リカードの提唱した比較生産費説は，相互

需要説による交易条件決定をはじめとして，多

数国多数財ケース，可変生産費ケース，労働価値

論から代替費用説への転換というように，種々

の試練に耐え抜いて，国際経済理論の確固とし

た基礎理論の地歩をゆるぎないものにした」49)。

48) 小島 清，同上書 170頁，小宮隆太郎・天野明

弘，同上書29頁。

49) 池本清『国際経済理論の研究』有斐閣， 1980

年， 2頁。

第 48巻第 2号

そしてそれに続く H.O．理論は第一に，比較生

産費格差を発生させる原因として生産要素の賦

存状態の差異を摘出した点において，比較生産

費理論の補完，発展として位置づけられる。ま

た，貿易によって生産物だけでなく生産要素の

価格の均等化が実現されること，すなわち外国

貿易の所得分配に及ぼす影響を明かにしたこと

が， H.O．理論の第二の理論的功績とされる。

以上の一般的評価とは別に， H.0.理論に対

して次のような批判がなされている。ハロッド

は要素賦存状態に差異があることでは例えば国

際的輸送費を償うに足るほば大きな比較生産費

格差を生じることはないと言い「現象の量的重

要性」に疑問を投げかけ， H.0．理論を国際貿

易の基礎理論にすることを否定する。また彼

は，資本と労働の相対的稀少性の程度にかかわ

らずつねにA商品はB商品よりも資本集約的で

ある（要素集約度の逆転はない）という仮定の

現実性を疑問とする 50)。ヒックスは，資本存在

量における特異性や各国の労働の質の差異は極

めて長期には解消されると考えて， H.O．理論

の現実妥当性を主張する51)。また国民経済学の

立場に立つ故鬼頭仁三郎氏は，需要の国民的特

殊性が無視されている点を批判される。という

のは「或る国の生産物が，条件を全く異にした

他の国において，当然に需要さるべき理由は存

しないからである。各国はそれぞれ固有な価値

の体系を形づくっているのであって，他国の財

がその体系のどこに位置づけられるかは，最

初から合理的に定められるものではない52)」。

50) R. F. Harrod, International Economics, 2nd. 

ed., London, 1939. 藤井茂『国際経済学』（改

訂版）実業之日本社， 1958年， 86-87頁。

51) J. R. Hicks, Essays in World Economics, 

Oxford, 1959. 大石泰彦訳『世界経済論』岩波

書店， 1964年， 327頁。

52) 鬼頭仁三郎「交易理論の基礎』大理書房， 1944
年， 24頁。
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またマルクス派の鈴木重靖氏は「生産要素の相

対的稀少性」という概念を問題にされる。それ

には「価格的定義」と「物量的定義」がある

が，要素価格という捉え方は，要素賦存量の相

対量が問題なのに，要素賦存量と需要量の関係

を表わすにすぎないまた生産要素を現物形態

で表わしそれに同質性を求めることは困難であ

る， と批判され， H.O．理論は生産価格論次元

の問題であると考えられる 53)0 

しかし以上の批判は必ずしも的を射た批判で

あるとは思われない。 H.O．理論も， ミル相互

需要説のリカァドゥ外国貿易論に対する関係と

同じように，その修正の延長上にあるのであ

り，このことこそ批判されるべきである。すな

わちH.0．理論は国際経済の法則の貫徹によっ

て生み出される転倒した現象を，それだけ切離

して捉え理論化したものであり，その批判のた

めには，法則の存在を主張するだけでなく，そ

の法則が如何にしてそのような転倒した現象を

生み出すかが明かにされねばならない。以下の

H.O．理論批判においては，労働価値論に立脚

するリカァドゥとH.O．理論との相違を示すだ

けでな <,H.0．理論の「功績」といわれるこ

とは法則の貫徹によって生み出される現象であ

ることを明かにする。

(a) 極小貨幣生産費結合について

比較生産費格差の原因として要素賦存状態の

差異を摘出したことが， H.O．理論の第一の発

展である。これはH.O．理論が労働価値論を放

棄し， 貨幣生産費に立脚したことによる「功

績」である。 H.O．理論の第一の課題は，貨幣

生産費に基づいて貿易を規制する価格差を説明

53) 鈴木重靖「ヘクシャー・オリーン定理とマルク
ス労働価値論」『山口大学経済学雑誌」第 22巻第
1, 2号， 1973年 9月。

することである。その結果，要素価格の差異従

って要素賦存状態の差異が決定的となる。

「古典派の価値論に従えば，一国は，たとえ輸出

国より少ない労働で国産できる財であっても，それ

を輸入することもあるというその可能性が，当然，

国際貿易に関してのきわめて重要な，否， これこそ

が真に基本的な問題であると考えられてきたのであ

る。しかし諸価格に関する首尾一貫した均衡理論で

は，そうは考えられていない。／各地域は他地域がな

しえるよりも安い貨幣生産費で生産しうる諸商品を

輸出することはすでに知った。あらゆる条件のもと

で，生産要素の可能な組合せ中生産費が最低となる

ような組合せが採用されるのはもちろんのことであ

る。……この極小生産費組合せは，当然，各要素の

価格に依存している」54)0 

貿易は価格によって規制されることはリカァ

ドゥも知るところである。 「われわれに一商品

を輸入することを決意させる動機は，海外にお

けるその相対的安価の発見である，それは商品

の海外における価格と国内における価格との比

較である」55)。貿易は価格によって規制される

という現実から出発しながら， H.0．理論が価

格差を要素賦存状態の差異に還元したのに対し

て， リカァドゥは価格差の根底に国際間の生産

力格差が存在することを見出しており，この点

に彼の功績がある。すなわちリカァドゥは，国

民経済相互の関係を産業部門間の生産力の絶対

的相対的格差として捉えた。そして国民的生産

力に比例した貨幣価値の差異の背後に不等労働

量交換が行われるという状態が，等価関係とし

て存在することを見出し，諸国民経済がこのよ

うな等価関係によって律せられているが故に，

国際間の生産力格差が貿易を引起こす価格差と

なって現われることを明らかにしているのであ

る。

54) B. オリーン、『貿易理論』木村保重訳 47頁。
55) Ricardo, Works., I, p. 170. 
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貨幣生産費に立脚することによって，貿易を

規制する価格差を導き出すことはできる。しか

し問題は，貨幣生産費に拠っては生産力を表わ

すことはできず，そのため先進国と後進国の関

係が生産力格差としてではなく，要素賦存状態

の差異として捉えられることである。貨幣生産

費は，生産方法（技術係数）と生産要素に対す

る報酬（要素価格）が与えられれば決まる。同

一生産物をA国は a, B国は bの生産方法で生

産しているとしよう。ある要素価格の状態では

aの貨幣生産費がbのそれよりも小さいが，要

素価格が変化すれば，逆に bの貨幣生産費が a

のそれよりも小さくなることがある。 H.O．理

論は，このようにして決まる貨幣生産費の大小

によって貿易は規制されると考えるが，貨幣生

産費に拠っては労働生産力を表わすことはでき

ないのである。というのは，労働生産力は要素

価格の状態とは無関係に生産過程の事情によっ

て決まるからである。要素価格にかかわりな

<, aなら aの生産方法がbに比べ生産力が

高いのである 56)。H.O、理論における生産力格

差の認識の消失は，サムエルソンの定式化にお

ける生産要素の同質と生産関数の共通の仮定に

如実に表われている。後に示すが，生産関数の

相違という形でH.O．理論に国際間の生産力格

差を導入することは可能である。しかし，この

ようにして生産力格差を導入されたH.O．理論

56) 置塩信雄『再生産の理論』創文社， 1957年，
32—33 頁。「一般的に言えば，労働の生産力が大
きければ大きいほど，ー物品の生産に必要な労働
時間はそれだけ小さく，その物品に結晶している
労働量はそれだけ小さく，その物品の価値はそれ
だけ小さい。逆に労働の生産力が小さければ小さ
いほど，ー物品の生産に必要な労働時間はそれだ
け大きく，その物品の価値はそれだけ大きい。っ
まり，ー商品の価値の大きさは，その商品に実現
される労働の量に正比例し，その労働の生産力に
反比例して変動するのである＇」（『資本論』第 1巻，
原文S.55,訳 55頁）。

第 48巻第 2号

では，要素賦存状態とは逆の貿易パターンが実

現される。すなわち，比較優位の決定因として

の要素賦存状態の差異への注目という H.O．理

論の功績は，国際間の生産力格差を捨象するこ

とによって意味をもつのであり，それは労働価

値論を否定し貨幣生産費に立脚することに根本

的に由来する。国際間の生産力格差が消失すれ

ば，国民的生産力に応じた等価関係の存在とい

う認識も消失する。

労働価値論否定の「功績」は農工分業形成の

論理において一層鮮明となる。リカァドゥは，

労働価値論に立脚することによって確定された

一般的利潤率の規定と，資本蓄積の進展に伴っ

て生じる利潤率の長期的低下傾向に基づいて，

先進国の工業に低廉な賃銀財を供給する後進国

の農業という農工分業形成の論理を導き出し

た。これに対して貨幣生産費に拠ってはこのよ

うな論理を展開することはできない。 H.O．理

論において便宜的に，資本豊富国＝先進国，労

働豊富国＝後進国，資本集約財＝工業製品，労

働集約財＝農産物とみなすことによって，農工

分業の形成を導き出すことは可能である。しか

しこのような把握の問題は，農工分業形成の必

然性が一般的利潤率の維持という資本主義中心

国の要求にあることが見失われ，要素賦存状態

の差異という自然条件に帰せられてしまうこと

である。「特定産業への適合性を決定するもの

は，ー地域に存する諸要素の割合である」57)。こ

こでは先進国の蓄積運動に適合すべく後進国が

農業付属物に創り変えられたという史実の必然

性は看過される。 H.O．理論ではこのような国

際分業も要素価格の均等化の故に，調和的国際

分業と考えられる。 H.0．理論のこのような先

進国的性格は労働価値論を否定したことに由来

57) B. オリーン『貿易理論』木村保重訳 11頁。
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する。 と

H.O．理論は要素価格の差異を要素賦存状態

の差異によって説明するが，要素価格が存在す

るということは，生産諸要素が一定量の貨幣と

等置されていることであり，貨幣は価値を前提

している。あるいは，生産過程で生産された価

値が収入諸範疇に分解する結果として要素価格

という現象が現われるのであり，要素価格の差

異は労働価値論に基づいて説明されうる。要素

価格の差異という現象の根底には国際間の生産

力格差が存在するのであり，また要素価格の差

異によって規定される極小貨幣生産費結合は世

界市場における諸資本の競争において問題にな

ることである。

生産財，消費財はそれぞれ一種類であり，そ

れらが有機的な社会的分業を構成することによ

って形成されている国民経済を考える。生産財

1単位を生産するのに生産財 a1単位，直接労

働 -r1 単位が投入され，消費財 1単位を生産す

るのに生産財 a2単位，直接労働石単位が投入

されるとし，生産財 1単位の投下労働量を t1, 

消費財 1単位のそれをらとすると，

t1 = a1 t1十て1

t2 = a2 t1十ち

となる。 Rを実質賃銀率とすると，剰余価値が

存在する条件は，

l-Rt2 > 0 

である。 Rは単位時間当りの労働によって得る

賃銀で購買しうる消費財の量であり， t2は消費

財 1単位の生産に必要な労働量である。従って

Rt2 は1時間当りの労働によって得る消費財の

生産に必要な労働量であり，これが 1より小さ

いということは，労働者は 1時間当りの労働と

第 6 図

生国民産力的 t2の価値 金国民1的グ価ラ値ムの R表t現2の貨幣

A国 3 い時間 ｝時間 金—21 RAグラム

B国 1 一12 時間 1時間 金—12 RBグラム

交換にそれより少ない労働時間の対象化された

ものしか受取りえないことを示しており， この

差が剰余労働となる 58)0 

そこで問題は単位時間当りの労働に対する報

酬 Rt2の貨幣表現の国際比較であるが，生産力

格差の及ぼす影響が考慮されねばならない。国

際間では国民的生産力に比例して貨幣価値が異

なるために，絶対的には生産力の劣っている後

進国の比較優位商品が先進国に輸出されるとい

うことが生じる。国民的生産力に比例した貨

幣価値の差異は，労働の可除部分たる賃銀にも

影響する。 A, B二国の国民的生産力を 3対 1

とし，全ての部門の生産力格差が 3対 1に一致

しており，貨幣の国民的価値も国民的生産力格

差に一致している状態を想定する（貨幣の国民

的価値が国民的生産力を代表し，均衡状態では

両者は一致することが国際価値論の基本命題で

1 
ある）。 t2の価値をA国では一時間， B国では

6 

｝時間，金 1グラムの価値をA国では｝時間，

B国では 1時間， A国の実質賃銀率をRA,B国の

それを凡とすると，単位時間当りの労働に対す

1 
る支払い Rらは両国においてそれぞれ金ーRA

2 
1 

グラム，金—RB グラムで表わされる（第 6 図）。
2 

実質賃銀率(R)には，個人のそして世代を通

じた労働力の再生産に必要な生理的最小限度の

生活必需品だけでなく，歴史的要素が含まれる。

生産力が極めて低い場合には労働力の再生産費

58) 以上の定式は置塩信雄氏が常用されるものであ
る。例えば，置塩信雄『蓄積論』（第 2版）筑摩

書房， 1976年， 48-49頁参照。
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として歴史的要素が入りこむ余地はなく，その

ためには生産力の一定の発展水準が必要であ

る。また労働力の再生産に必要な歴史的要素の

内容も生産力の発展水準に応じて定まる。その

ために一般に先進国ほど実質賃銀率は高くなる

(RA >Rs)。従って単位時間当りの労働に対す

る貨幣支払いはA国の方が高くなる。賃銀財の

大宗を占める食糧の生産力格差が国民的生産力

格差よりも小さければ，先進国の労働力の貨幣

表現は一層大きくなる。「ある国が世界市場で

他の国に比べてより生産的であればあるほど，

それだけその国の労賃は他の諸国に比較してよ

り高い。イギリスでは名目労賃だけでなく実質

労賃も大陸におけるよりは高い」59)。

労働力の貨幣表現が大きくまればなるほど機

械による労働の代替が促進される。機械を使用

する目的が生産力の上昇であるならば，機械の

生産に必要な労働が機械の使用によって省かれ

る労働よりも少なければ，機械は使用される。

しかし競争の強制法則によって動かされる資本

にとっては，機械の使用は，それが費用価格の引

下げに資するか否かによって規定される。つま

り機械の価格と機械によって代替される労働力

の価格との差によって機械の使用は限界づけら

れる。というのは，資本は充用された労働に対

して支払うのではなく，労働力の価値を支払う

のだからである。先進国ほど労働力の貨幣表現

が大きくなり，従って機械による労働の置換え

が進む60)。固定資本の巨大化によって生産力が

高まるにつれて，固定資本から商品へ移転され

る価値額は小さくなり，費用価格は引下げられ

る。そして資本家にとっては固定資本の価値移

59) 「剰余価値学説史』第 2巻，原文s.8, 訳 5

頁。
60) 『資本論』第 1巻，原文 ss.414-415, 訳 512

-513頁。

第 48巻第 2 号

転部分すなわち償却費が利子と観念される 61)0 

このようにして先進国＝資本豊富国，高賃銀，

低利子率，後進国＝労働豊富国，低賃銀，高利

子率という現象が生じるのであり， H.O．理論

はこの現象をその根底にある国民的生産力格差

から切離して固定化して捉えたものである。し

かし，要素価格の差異は国際的生産力格差によ

って生み出される現象であり，このような現象

の根底にある国際的生産力格差そのものが理論

化されねばならない。

ところで諸資本の競争は価格によって規制さ

れ，利潤は与えられた市場価格と費用価格の差

として実現される。従って競争は費用価格の引

下げをめぐって展開され，それは世界市場にお

いても同様である。最小貨幣生産費結合は，生

産力格差に規定された要素価格の差異が存在す

るとき，資本が費用価格引下げのために行う行

為である。その結果として，先進国は資本集約

財に，後進国は労働集約財に比較優位をもつと

ぃぅ H.O．理論の情況が現われるのである。

「個々の資本家たちのあいだの競争でも，世界市

場での競争でも，労賃，利子，地代の与えられた前

提された大きさが，不変な規制的な大きさとして計

算にはいるのである。不変というのは，それらが大

きさを変えないという意味でのことではなくて，そ

れらが各個の場合に与えられていて，絶えず変動す

る市場価格にとっての不変の限界をなしているとい

う意味でのことである。たとえば世界市場での競争

の場合には，問題は，ただ，与えられた労賃，利子，地

代を支払いながら商品を与えられた一般的市場価格

でかまたはそれよりも安く売って利益をあげること

が，すなわちそれ相当な企業者利得を実現すること

が，できるかどうかということだけである。ある国

では，資本主義的生産様式が一般に発展していない

ために労賃や土地の価格は低いが資本の利子は高

61) 商品価格のうち生産財価格部分が利子と観念さ

れることについては，中川信義「世界市場での競

争と費用価格」『経済学雑誌』第 66巻第 2, 3 

号， 1972年 3月， 49-50頁を参照。
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く，別のある国では労賃や土地の価格は名目的に高

いが資本の利子は低いとすれば，資本家は一方の国

ではより多くの労働や土地を充用し，他方の国では

比較的より多くの資本を充用する。この場合に両国

間の競争がどの程度まで可能かという計算には，こ

れらの要因が規定的な要素としてはいる」62)0 

H.O．理論の提起した極小貨幣生産費結合

は，世界市場における諸資本の競争において問

題になることである。多国籍企業がコスト低下

のために労働集約的生産過程を第三世界に移転

するという企業内世界分業の進展も，世界市場

における諸資本の競争の一環として考えられ

る。多国籍企業は自己の進んだ技術を第三世界

に持ち込むことができ，生産関数の同一という

H.O．理論の仮定がここでは現実的である。企

業内世界分業論としてのH.O．理論の有効性が

ヘライナーによって主張されている 63)0 

(b) 要素価格均等化の命題について

貿易の所得分配に及ぼす効果を明かにしたこ

とがH.O．理論の第二の発展である。だが，こ

の命題の重要性は，自由貿易によって要素価格

の均等が実現され，国際間の貧富の差がなくな

るというその含意にある 64)。要素価格均等化の

命題はこのような側面から検討されねばならな

い。まずこの命題に対するミュルダールの批判

を聞こう。「われわれは， 最近の数十年におい

ては，一方においては国際間の経済的不平等が

増大し，最近はますます国際政治の緊急な関心

事となりながら，国際貿易論は，貿易は諸国間

の要素価格や所得の漸進的な平等化をもたらす

傾向をひき起こすものであるという考えをます

62) 『資本論」第 3巻，原文 SS. 881-882, 訳
1117-1118頁。

63) G. K. Helleiner, "Manufactured Exports 

from Less Developed Countries and Multi-

national Firms", The Economic Journal, 

March 1973, p. 36. 

64) 小島 清，前掲『外国貿易』（五訂） 171頁。

ます強調する方向に発展したという不思議な事

実をみるのである」65)。

この批判に対して， H.0．理論では捨象され

ている現実的要因を持ち出すことによって，要

素価格の不均等という現実を説明することは可

能である。例えば完全特化はないという仮定を

考えてみよう。両国で生産方法（資本ー労働比率

k1, k2)が等しくなることによって，限界生産力

が等しくなり要素価格の均等化が実現されるの

だが，そのためには両国がともに二財を生産し

ていることが必要である。完全特化が生じない

ためには，両国がともに二財を生産しうる要素

賦存状態である (k1くい<k2) だけでなく，両

国に共通の要素価格変動領域（第 5図の MM'

と NN'の共通部分）が存在しなければならな

ぃ。そのためには両国の要素賦存比率応んの

隅きが過度に大きくなく，二財の資本ー労働比率

k1, K2 の開きが過度に小さくないことが要求さ

れる。このことから先進国と後進国の貿易は，

要素賦存比率の過度な相違のために完全特化に

陥り，要素価格の均等化は実現されない，と説

明することは可能である 66)。

同様に， H.O．理論では捨象されている生産

力格差を導入することによって，国際間の要素

価格の不均等を導出しうる。生産関数の相違と

いう形で国際間の生産力格差を導入してみよ

ぅ。ある生産方法

y =J(K,L) 

と，資本と労働のどのような組合せについても

同じ投入量で， yよりも多量の生産物を生産す

る生産方法

65) G. Myrdal, Economic Theory and Under-

developed Regions, 1957.小原敬士訳『経済理論と

低開発地域』東洋経済新報社， 1959年， 181頁。
66) 小島 清，前掲『外国貿易』（五訂）172-174頁。
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y = g (K, L) (y > y) 

を考えれば，後者の方が労働生産力が高い。
k
-
L
 

――
 k

 

資本集約財（第 2財）の生産関数は両国に共

通であるが，労働集約財（第 1財）の生産に Y

国で中立的技術進歩（生産要素の相対価格が同 応

じであるとき，最適資本ー労働比率を不変にとど バ
めるような技術進歩）が生じると，同じ最適資

本ー労働比率のとき， 第 1財の生産に用いられ

る生産要素の物的限界生産力はY国の方が高く

なる。 MPLiを i産業の物的限界生産力とする

と均衡においてはいずれの国でも次の関係が成

り立つ。

P1 MPL1＝凡 MPL2

P1 MPL2 
瓦＝軍

MPムは両国で等しいが， MPムは Y国の方

P1 
が大きいので瓦は Y 国の方が小さくなる。

つまり Y国の要素価格比率と生産物相対価格

の関係を表わす Sツは X国のそれよりも内側に

シフトする（第 7図）。第 7図において X国の

要素価格比率が Qxに決まれば，生産物相対価

格はたに決まる。 Y国の要素価格比率が Qy

に決まれば，生産物相対価格はれに決まる。

その結果 (~)x>（［）ツとなり，資本豊富国が
労働集約財に，労働豊富国が資本集約財に比較

優位をもっ， という逆の貿易パターンが生じ

る。生産物相対価格が P*で均衡すると，要素

価格比率は X 国では Qx から Q~ に， Y 国では

Qy から Q~ に変化し，不均等が拡大する。

H.O．理論へ生産関数の相違を導入すること

によって，国際間の要素価格の不均等を導き出

しうるが，検討すべき問題は，要素価格の不均

等を示すことによって国際間の貧困の累積的因

果関係の存在というミュルダールの批判に応え

第 7 図

K2 

w
i
R
 

――
 Q

 

Sy 

p P1 
＝ 
P2 

うるかどうかである。

第一の問題は資源の完全利用の仮定である。

これにより要素価格のこのようなスムーズな動

きが現われる。貿易によって資本集約財の相対

価格が上昇すれば，労働集約財の生産から資源

の一部が解放されて資本集約財の生産に向けら

れるというように，相対価格の変化に伴って資

源配分が変化するが，資源の完全利用が維持さ

れるべく，資本ー労働比率と要素価格が相互に調

整されるのである。しかし資本主義的生産にお

いては相対的過剰人口の存在が資本蓄積の条件

である。資本と労働の完全利用が均衡条件とな

っていないところでは要素価格のこのようなス

ムーズな動きは期待しえない。

第二は，要素価格の動きによっては国際間の

貧困の累積的因果関係を明かにしえないことで

ある。生産関数の相違をH.O．理論に導入する

ことによって要素価格の不均等が導き出され
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た。だがここで示されていることは両国の国内

の所得分配の不平等であり，それによって先進

国と後進国の間の不平等な関係を明かにするこ

とはできない。逆の貿易パターンの出現によっ

て，賃銀が労働豊富国でますます低下し，資本

豊富国でますます上昇することだけをみるなら

ば，国際間の不平等の拡大と言えようが，利子

はそれを相殺するかのように，労働豊富国では

上昇し，資本豊富国では低下するのである。要

素価格の変化という視角からは世界経済の不平

等を捉えることはできない。先進国と後進国の

不平等の原因は国民的生産力水準の圧倒的格差

にあるのであり，その理論化のためには，要素

価格ではなくその根底にある価値が取上げられ

ねばならない67)。要素価格の不均等は国民的生

67) 要素価格の比較によって国民的生産力を理論化

することはできない。 H.O．理論においては生産

要素に対する報酬はその限界生産力によって決ま

るが，「労働の限界生産力」は生産力すなわち労

働生産力とは無関係である。一定量の生産物を生

産するのに有効な生産方法の集合が生産関数であ

る（ある財について生産方法が A,B, C, と三

つあるとき， A, Bの生産方法を適当な割合で混

用することによって Cよりも少ない生産財と直接

労働で同一量の生産ができるとき， Cは劣った生

産方法として最初から除外される。このように生

産財価格，賃銀と比較して考えるまでもなく劣っ

た生産方法を除外した有効な生産方法の集合を生

産関数という。置塩信雄，前掲『再生産の理論』27

頁）が，労働の限界生産力は有効ないくつかの生産

方法の間の技術係数の関係を示したものであり，

労働生産力とは全く関係がない。一つの生産方法

が与えられれば，それについて労働生産力を定義

できるのに対して，限界生産力は二つ以上の生産

方法が存在しなければ与えられないことを考えて

も， 両者が全く異なるものであることがわかる

（置塩信雄『再生産の理論』 27頁）。またスラッ

ファは限界主義理論を次のように批判している。

「この立場は，アダム・スミスからリカードにい

たる古い古典派経済学者の立場であるけれども，

『限界的」方法があらわれてから水中に沈めら

れ，忘れられてしまった。その理由は明白であ

る。限界的接近方法が目をつけるのは，変化に焦

点をしぼることである。なぜなら，産業の規模に

おける変化か，それとも生産要素の割合における

変化か，いずれかがなければ，限界生産物も限界

産力格差の生み出す現象である。さらにはま

た，先進国の工業と後進国の農業という国民的

生産力を担う素材的内容によって規定される，

世界市場における両国の位置づけが問題にされ

ねばならない。

ところで貿易の所得分配に及ぼす効果という

問題について， リカァドゥは次のように考えて

いる。リカァドゥは closedsystemと同様に

外国貿易の分析においても均衡状態を前提して

いる。それは，使用価値的には国際間の生産力

格差に対応した最も有利な国際分業が営まれて

いる情況であり，価値的には同一額の自然価格

の輸出入の根底に不等労働量交換が行われてい

る情況である。リカァドゥは同一額の自然価格

の輸出入をもって外国貿易による価値額不変の

根拠とする。ここでリカァドゥは自然価格の世

界を対象として国際間の価値の比較を行ってい

るのである。またリカァドゥは，低廉な外国商

品の輸入によってある部門で資本が駆遂されて

も，それは他の部門に向かい，均衡においては

一国の資本の完全利用が実現されると考えてい

る。この二つのことにより，一国の資本量が一

定であれば生産される価値額 (V+M) も一定

であることが根拠づけられ，蓄積論の視角から

外国貿易によって所得配分がどのように変化す

るかが考えられる。低廉な食糧の輸入はVを減

少させ， Mを増大させる。また低廉な奢修品の

輸入はMのうち消費ファンドを減少させ，蓄積

ファンドを増大させる。外国貿易はこのように

費用も存在しえないからである。このような点に

ついて，生産が日々変わらないままに続けられる

ような体系においては，ー要素の限界生産物（あ

るいはそれに代って一生産物の限界費用）は，た

んに発見され難いばかりかー一そこではまさに発
見されえないであろう」 (P.Sraffa, Production 

of Commodities by Means of Commodities, 1960. 

菱山 泉・山下博訳『商品による商品の生産』
有斐閣， 1962年， 1-2頁）。
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所得配分に影響する。この問題は，外国貿易に

よって一国の価値額がどうなるかが確定された

うえで，資本蓄積論の視角から応えられるべき

問題であると考える。

IV.暫定的結論ー一国民的生産力の理論化

のために一一

先進国と後進国の関係は様々な側面から捉え

られる。 H.O．理論はそれを要素賦存状態の差

異という視角から捉え，それによって国際分業

の形成を説明する。また西欧の不等価交換論は

国際間の不平等の集約的表現を賃銀格差に求

め，それによって国際不等価交換を説明する。

しかし，要素賦存状態の差異や賃銀格差の根底

には生産力格差が存在するのであり，先進国と

後進国の関係の理論化のためには生産力格差と

いう次元にまで下向しなければならない。課題

は， リストが後進国にとって遅れたままでいる

ことの危険をますます深くする不平等の原因と

して摘出した国民的生産力格差を，労働価値論

に基づいて理論化することであるが，マルクス

派貿易論においてこの課題がどのように遂行さ

れてきたかをみてゆこう。

まず国際価値論を取上げる。国際価値論の意

義は，国民経済相互間の等価関係を見出したこ

とにある。木下悦二氏に拠れば，それは次のよ

うに定式化される。貨幣の国民的価値が国民的

生産力水準を代表し，金という同一の使用価値

の背後に国民的生産力格差に比例した不等労働

量交換が行われている状態，あるいは，世界市

場ではより生産的な国の労働はより多くの価値

を生むものとして生産力の低い国のより多くの

労働と交換されるという価値法則のモディフィ

ケーションの結果としての貨幣の国際的価値同

-9という状態が，国民経済相互の等価関係とし

第 48巻第 2 号

て存在する 68)。諸国民経済がこのような等価関

係にあるが故に，比較優位商品の交換という国

際分業が形成される。また生産力の不均等な変

化は，貨幣価値に国民的生産力の発展に応じた

変化がもたらされることに調整され，新たな生

産力格差に対応した国際分業が形成される。

これに対して本山美彦氏は，不等労働量交換

という法則が如何なる意義をもつか疑問とされ

る。果して不等労働量交換によって不平等な国

際分業の形成，貧困の累積的因果関係の存在と

いう世界経済の現実を説明しうるのか， と。こ

の批判に対して，木下氏は次のように応えられ

るであろう。規模の経済を享受しうる工業と自

然に制約される農業の生産力の発展は不均等で

あり，工業は発展し農業は停滞する。先進国と

後進国を比較すれば，工業生産力の格差は国民

的生産力格差より大きく，農業生産力の格差は

国民的生産力格差より小さい。その結果，先進

国は工業に，後進国は農業に特化し，農工分業

という典型的国際分業が形成され，経済的波及

効果の相違から先進国の発展，後進国の停滞が

生じる。ここで後進国工業の絶対的発展水準と

は無関係に，後進国が経済発展の基軸たる工業

を失うのは，貨幣価値の相対的相違が国民的生

産力格差に一致し（すなわち不等労働量交換の

貫徹）， 各国の比較優位商品が低廉な価格表現

を受け輸出されるという国際分業が形成される

からであり， ここに不等労働量交換という世界

市場における価値法則の作用の不平等性の現実

的意味がある。木下氏はこのように考えられ

る69)0 

この回答に対して本山氏はさらに反論され

る。そもそも国際分業は，国民的生産力水準の

68) 木下悦二『資本主義と外国貿易』有斐閣， 1963

年， 143-144頁。

69) 同上書， 247-250頁。
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上下に比較優位部門と比較劣位部門を完備した

国民経済が，比較劣位部門を切捨てることによ

って形成されてきたのか， このような比較生産

費理論の枠組では，先進国の農業生産力は低下

するのではなく上昇し，逆に後進国農業は農産

物を輸出しうるほどの高い生産力を有していな

かったこと， このような農業生産力の格差が先

進国の高賃銀，後進国の低賃銀を生み出した最

大の理由であること，原料不足という溢路を打

開すべく先進国資本による原料生産の組織化が

世界市場の創出過程であったこと，等々の史実

が反映されないではないか。本山氏はまた国際

価値論のモデルの非弾力性についても批判され

る。例えば技術係数の固定性，先進国と後進国

の関係を表象しながら，最終財最終価格のみを

問題とし，先進国の工業に原料を供給する後進

国という両国の再生産的関連がモデルに組込ま

れていないこと，生産価格論次元での展開の不

十分性，等々 70)。次の一節は以上の批判を集約

したものである。

「先進国，後進国，工業財，農産物，最終価格，

労働価値の換算率という条件のみで何かが語りうれ

ば，それはそれでよいだろう。しかし，不等価交換

を論証できず，いわんや一般的利潤率の上昇・下向

をも論証できない事実をみるときに，比較生産費説

〔伝統的貿易理論の総称〕と異なるフレームは何の

ために必要だったのか。何ものをも論証しえないの

なら，価値論の国際的適用云々に執着する必要はな

い。価値論の国際的適用がよしんばできたとして

も， これまでのような素朴な適用ですむ問題であろ

うか。そもそも価値論の課題とはこの次元のもので

はない。感覚的に表象される先進国，後進国，工業

財，農産物の区分にあたって， もっと理論の抽象レ

ベルの性格に対して神経質になっておくべきだった

のではないだろうか」71)0 

70) 本山美彦『貿易論序説』有斐閣， 1982年，
204-207頁。

71) 同上書， 171-172頁， ［ ］内引用者。

まず両者の応酬に対して次のことを指摘した

い。比較生産費理論は貿易による社会的労働節

約についての説明であり，国際分業の構造につ

いても，比較優位商品の輸出という生産力格差

の側面のみが取上げられ，その使用価値的内容

は捨象される。これに対して木下氏は，農工分

業という特定の型の国際分業の形成を，工業と

農業の生産力の発展の不均等によって根拠づけ

られる。しかし，先進国が資本蓄積の制限を突

破すべく後進国に農業という特定の使用価値を

押しつけるのであり，農工分業形成の論理はこ

こに見出されるべきである。木下氏が世界市場

における価値法則の作用すなわち不等労働量交

換によって農工分業の形成までも説こうとされ

るのに対して，本山氏の意図は，世界市場創出

の論理たる「異質性の論理」，先進国の手による

「意図された国際分業」という史実，さらに，

不断に再生産される第三世界の低賃銀構造，そ

れによって生じる第三世界の交易条件の悪化，

低賃銀を規定している農業生産力の圧倒的低

さ，その第三世界の低賃銀を利用する近代技術

を備えた先進国多国籍企業その多国籍企業に

低賃銀労働力の不断の供給を保障する第三世界

の国家機能，需要の弾力性の低さの故に過剰生

産圧力にすぐにぶつかり，農村に過剰労働力を

形成するという農業の特殊性，等々の世界経済

の不平等の実相を国際価値論的抽象次元におい

て反映した理論を構築することにある。

両者の発想の相違を確認したうえで，次に筆

者の考えを示すことによって，世界経済の具体

的現実に無神経な国際価値論は何事をも説明し

えない，という本山氏の批判に応えてゆきた

い。世界経済の基本矛盾は，資本主義が解き放

った偉大な生産力が一握りの先進国に独占され

ており，先進国と後進国の間に圧倒的生産力格
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差が存在することである。生産力格差に規定さ

れて後進国の貧困を特徴づける様々な容相が現

われる。国際価値論の描く世界は，現実の世界

経済から先進国と後進国の関係を根本的に規定

している国民的生産力を取出して示したもので

ある。そこでは，先進国と後進国の関係は国民

的生産力格差として捉えられ，それ以外の要因

は全て捨象される。それらが捨象されるのは，

そうしなければ解明できない法則が存在するか

らである。このような抽象的世界を想定して得

られた成果は， 国民経済相互間の等価関係の

存在の認識である。国民経済相互間の等価関係

とは，国民的生産価格差に比例して不等労働量

が等置されている状態であり，諸国民経済がこ

のような等価関係にあるが故に，比較優位商品

の相互輸出という国際分業が形成される。また

生産力の不均等発展が生じれば，諸国民経済は

新たな等価関係に従って調整される。本山氏は

言われる， 「比較生産費説と異なるフレームは

何のために必要だったのか」。 それは労働価値

論に立脚し，先進国と後進国の関係を生産力格

差として捉えるためである。そして国民的労働

と国民的労働の比較を通じて国民経済相互間の

等価関係を確定するためである。マルクス派国

際価値論の言う「価値法則のモディフィケーシ

ョン」とはこのような作業のことであり， この

ような視角を保持している点においてマルクス

派国際価値論は伝統的貿易理論に対して最大の

プライオリティを主張しうると考える。

以上の論理においては生産力格差のみが取上

げられ，それ以外の要因は全て捨象される。そ

こで捨象された要因が問題となるのは，資本蓄

積の現実の過程においてである。リカァドゥは

資本蓄積の動因を一般的利潤率に求め，その制

約要因を賃銀上昇に一元化し，それを克服する

第 48巻第 2号

ものとして先進国の工業に調和した後進国の農

業という特定の使用価値を国際分業に付与しえ

た。しかし蓄積動機が存在すれば蓄積ファンド

は必ず投資されると考えるリカァドゥは，過剰

資本の蓄積と過剰商品の生産を否定するため

に，販売市場の拡大としての外国貿易の意義は

捉えられず，資本輸出も国内の雇用を減少させ

苦況を招くものとして否定的に考えられる 72)。

これに対してマルクスは，機械制大工業の確立

との関連で農工分業の形成を考えている。

「大工業に適合した一般的生産条件が確立されれ

ば，そのときこの経営様式は一つの弾力性，一つの

突発的飛躍的な拡大能力を獲得するのであって，こ

の拡大能力はただ原料と販売市場とにしかその制限

を見出さないのである。機械は一方では原料の直接

的増加をひぎ起こす。たとえば繰綿機が綿花生産を

増加させたように。他方では，機械生産物の安価と

変革された運輸交通機関とは，外国市場を征服する

ための武器である。外国市場の手工業生産物を破滅

させることによって，機械経営は外国市場を強制的

に自分の原料の生産場面に変えてしまう。こうして，

東インドは，大ブリテンのために綿花や羊毛や大麻

や黄麻やインジゴなどを生産することを強制され

た。大工業の諸国での労働者の不断の『過剰化』

は，促成的な国外移住と諸外国の植民地化とを促進

し， このような外国は，たとえばオーストラリアが

羊毛の生産地になったように，母国のための原料生

産地に転化する。機械経営の主要所在地に対応する

新たな国際分業がつくりだされて，それは地球の一

部分を，工業を主とする生産場面としての他の部分

のために， 農業を主とする生産場面に変えてしま

う」73)0 

マルクスは後進国を農業付属物に転化させる

要因として，原料と販売市場という制限だけで

なく，外国市場を征服するための武器となる機

72) リカァドゥの資本輸出否定論については，佐々

木隆生「資本輸出研究序説」（続）『経済学研究』
（北海道大学）第27巻第 4号， 1977年10月参照。

73) 『資本論』第 1巻原文 ss.474-475, 訳 589

頁。
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械生産物の安価と変革された運輸交通機関，諸

外国の植民地化を促進する工業国における労働

者の不断の過剰化という様々な具体的な要因を

考えている。リカァドゥにおけるこれら要因の

消失は，彼の蓄積論の限界に由来する。農工分

業形成の論理が実現されるのは，現実の資本蓄

積過程におけるこのような様々な要因によって

である。それによって国民的生産力は具体的な

素材的内容を与えられる。農工分業は国民的生

産力格差を固定，拡大する方向に働く。そして

国民的生産力格差に規定されて要素価格の差異

という現象が生じる。その結果，諸国民経済の

関係を生産力格差としてではなく，要素賦存状

態の差異として捉える視角が固定化される。ま

た世界市場における競争においても，費用価格

の切下げが有力な武器となり，そのために極小

貨幣生産費結合が求められる。極小貨幣生産費

結合は要素価格によって規定される。その結

果，各国商品の比較優位は要素賦存状態によっ

て決定されると考えられ，その根底にある生産

力格差は見失われる。さらに農工分業の形成も

要素賦存状態の差異という自然条件に起因する

という観念が固定化される。本山氏の強調され

る後進国低賃銀労働力の生み出す諸相，つまり

低賃銀による工業化推進の制約，多国籍企業に

よる労働集約的生産過程の第三世界への移転と

いうことは，蓄積論あるいは世界市場における

諸資本の競争というより具体的次元において問

題となることである。

マルクスは，抽象的なものから具体的なもの

へのぼってゆく上向法こそ正しい経済学の方法

である，そしてその際「主体が，社会がいつも

前提として表象に浮かべられていなければなら

ない」と言うが， この考えは国際経済の分析に

も適用されるべきである。我々が表象する現実

は世界経済の不平等である （この不平等の実

相を的確に示されたのが本山氏である。世界経

済に関するこのような具体的な表象把握こそ，

従来の国際価値論が忘れて久しいものであっ

た）。そしてそれを規定しているのは国民的生

産力である。それ故出発点となる最も抽象的な

規定は国民的生産力であり，課題は，国民的生

産力という抽象的規定が，資本蓄積，諸資本の

競争等の具体的な諸規定との関連の中でどのよ

うに現われるかを明かにし，その過程で固定化

されるブルジョア的観念の批判にまで上向する

ことである。そして上に述べたことが，伝統的

貿易理論の批判を通じて我々が辿り着いた上向

の内容である。このような方法では，本山氏か

ら，直線的上向主義，マルクスの仕遺した仕事

に力を注ぐのではなく，パラダイムそのものの

転換が求められているのだ， との批判を蒙るで

あろうか。しかし， ともかくも上向過程を一歩

でも押し進めることが，本山氏の国際価値論批

判すなわち「国際価値論よ，現実を説明しうる

理論たれ」という問いかけに応えることになる

と考えている。
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